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まえがき
近年の地方分権化の推進運動の中､地域の様々な問題はその地域で責任を
もって解決することが益々重要な課題となってきている｡地方行政が自己決
定･自己責任のもとで地域密着型の政策を行なうには､地域住民の合意が最大
の前提である｡それによって地域住民は政策への責任を負うことになる,個々
の住民とかけ離れたところで政策立案をする巨大な政府にできないことは､地
方自治体と地域住民の近接性を利用した､信頼と安心のおける『極めて小さ
い』地方行政である｡自治体がどのように政策の責任をとるかという問題は､
本来的に存在してはいけないものなのである｡個々の住民が責任をとれるよう
な環境づくりこそ地方行政の最大の目的である｡
ところが地域の問題､とりわけ一部住民に負担を強いる迷惑施設の建設､都
市化による環境破壊などにおいては､地方行政はその政策において利害の異な
る住民グループの間で板挟みになることが多く､強引に政策を推し進めると行
政の責任を問われることにもなる｡また､地域住民に話し合う機会を与えるこ
とでだけで合意形成を期待することはできない｡
合意形成に必要なものは何か｡それを問うことがこの研究課題の最大の目的
である｡社会的意思決定の視点では､満場一致を要求する合意形成は多数決決
定よりもはるかにエネルギーを要するが､少数の切り捨てが将来の社会に大き
な影響を与えることは歴史が教えることでもある｡合意形成過程は､広い意味
において情報提供プロセスなのであって､妥協を重ねるプロセスが合意形成の
本質ではない｡しかし､ここでいう情報提供とは､単に当面の問題に関係する
情報というよりも住民相互の情報交流なのである｡各人の意思決定が自分の選
好に照して責任が聞えるような状況づくりである｡
このような問題意識のもとで､私たちは立場主義から考えた公平性の原理が
様々な仮想問題に対して成立しうるかという道徳性の検討(第1章) ､自己責
任という概念モデルから､平等であるべきものと自己の意思決定による責任に
帰するものとの区別をどのように考えるべきか(第2章) ､そして各自の異な
る選好が結果的に平等主義的配分を導くかという理論的考察(第3章)を通し
て･ 『道徳』と『責任』をキーワードに社会的公正という視点から合意形成の
場のあり方を検討した｡さらに､具体的な例として､マルチファンクションボ
リス構想における政府､企業､自治体､住民を巻き込んだ議論の経緯を分析し
(第4章) ､このような合意形成過程をハイパーゲームモデル上の学習過程と
して記述する理論枠組みを提示した(第5章) ｡
具体的な間垂に対する合意形成実額を通してその評価を行なうという最終的
な研究課題は達成できなかった｡しかし､合意形成を論じるときに必要な基本
的概念､およびその過程の理論的枠組みを提示できたことで､今後の応用研究
に繋げたい｡
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第1章　社会的決定における公平性
1.はじめに
迷惑施設の立地､減反政策による農地転作､水資源開発の費用問題など地域で解決しなければ
ならない多くの問定は､地域住民間の負担配分の問題でもある｡本来行政は住民間衝突の行司役
であるが､住民対行政の構図をもう紛争も少なくない｡それは､行政が目的論的な計歯に終始す
るからである｡地域計画は責任論的であってはじめて目的が生きる｡地域社会に何が起りつつあ
るかを鑑み､相互の応答の適切さ(fitting)が求められるのである(鈴木[1]) ｡原料は､環境
行政において計画段階から行うアセスメント｢計画アセスメント｣の導入を提案する[2]｡これ
はアメリカの国家環境政策法(NEPA)を意識したもので､代替案削除も含めた早期の段階で
住民参加を求めるもので､環境計画に責任性(responsibility)を与えるものとして意義深い｡
-このような地域間題を合理的な経済秩序問題からみると､それは｢与えられた資源｣の配分問
題だけでなく､それぞれの住民だけがもつ諸目的のために､彼らに知られている資源の最良の利
用をいかに確保するかという問題でもある(ハイエク【3コ,53-54頁) ｡つまり､公正な問題解決
はある主体にあらゆる情報収集手段を使って住民個々の選好体系を集中させたとしても､個々の
責任ある自主性を反映させない限り不可能なのである｡
本研究は､地域的問題を念頭に社会的決定問題での公正さの概念を既存研究から整理し､自由
な個人としての住民の立場を考慮した拡張選好順序と呼ばれる社会状態の選好を集計することに
よって､公正な問題解決を｢分配的公正｣の視点からとらえ､いくつかの仮想的な社会的決定問
題設定のなかでその意味を明らかにすることを目的とする｡
2.社会的決定における公正概念
1)手挽き的公正と分配的公正
公正(Fairness)は必ずしも公平(Equity)を意
味しない｡さらに公平は平等(Equality)とも異な
る｡平等性は結果の配分が物理量として等しいこと､　社会的公正
公平性は配分に対するある比較基準(公平性基準)
からみて､個々の配分を他に移転す　ることが正当化
されない性質､そして公正とは､公平正規準が社会
分配的公正
手続き的公正
図1.公正概念
客観的公正
主観的公正
的正義(Justice)に適っているかという問題である｡
という問題である｡個々人への配分は一般には拡張解釈され､結果としての配分以外に､結果
の決定に至るプロセスへの参加や満足性まで含められる｡したがって､社会的決定における公正
概念は図1のように分配的公正と手続き的公正に大きく2つに分けられる｡前者は､決定の結果
としての公正であり後者は決定に至るプロセスの公正を扱う｡手続き的公正はさらに客観的公正
と主観的公正に区分でき､それらは例えばある手続きによって偏見や先入観などを減らしうるか
という意思形成過程での公正と､手続きに参加した人の公正判断を高めるかどうかという心理学
的公正である｡
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チボー､ウオーカーらは紛争解決手続きおいて客観的事実をめ(･る信念の紛争と結果の配分に
関する紛争を区別する(リンド他[4]) ｡ ｢計画アセスメント｣において住民参加を要求するの
は信念の紛争解決であり､ここでは決定結果に対する公正を求めるだけではなく､紛争当事者の
公正判断を高めることに意義があると考えられる1)｡これに対して結果の配分に関する紛争は分
配的公正の基準を巡るものであり､紛争当事者の利害調整である｡ハイエクは分配的公正の概念
を唆味で無意味なものという(加藤B6],351頁) ｡自由な社会では､様々な人間的価値鞘妥当に
位置付けられるような倫理的規範は存在しないからとの理由からである｡ロールズの格差原理で
は原初状態において無知のベールをかけることによって｢最も不遇な人の利益を最大にせよ｣と
いう｡ノージックは､この原理は個人の自律的行為とその結果を持込むことを妨げ､いわゆる
｢効用モンスター｣を優遇することになるという(ウルフ[7],200頁) ｡言い換えれば､原初状
態によるアプローチは生産物を享受する能力と他人のためのそれを生産する能力との間に重要な
道徳的差異を唆味にしてしまう(ポズナ-[8],104頁) 2)｡
しかし､筆者は分配的公正の概念が全く無意味だとは思わない｡それは分配的公正が手続き的
な概念と独立して考察されているとは考えていないからである｡次にその理由について述べる｡
2)手続き的な親点からみた分配的公正
配分の公正を考えるとき､遺産の分割のような不随意的な状況と協同事業での利潤の分割のよ
うな随意的な状況では配分方法は異なる｡これは分配的公正概念が異なるのではなく､後者では
手続き的公正が公正な配分を考える上で重要になるからである｡つまり､利滑に対する貢献への
信念紛争を通した分け前の要求の正当化過程が配分決定の公正さの重大な視点になる｡他方､日
本の農村集落は､減反など負の資源の配分に関して平等主義をとるというが(大泉【10】) ､この
ような不随意的な状況での分配的公正は手続き的公正とは無関係で､単に道徳的要求として片付
けてしまってよいのだろうか｡
ナッシュ[11]はパイの分割ゲームにおいて参加者の配分に関する合意を特徴づけ公理を考察し
た｡この公理は､ (1)効用関数の測定単位による不変性､ (2)パレート効率性､ (3)無関係対象か
らの独立性､ (4)対称性の4つであり､これらの公理をすべて満たす配分は唯一に定まることを
示した(この解をナッシュ交渉解という) ｡このような協力ゲームの枠組みから配分を捉えよう
とする理論は､公理に対する参加者の合意を前提とし､それらを各人の道徳に訴えるという意味
の分配的公正理論である｡しかし同じパイの分割ゲームにおいて､ルービンシュタイン[12】は割
引率をもつ交互要求の繰返しゲームの部分ゲーム完全均衡として配分が唯一に定まる事を示し､
まさにそれがナッシュ交渉解であることを証明した｡つまり､ナッシュ交渉解は期待利得を最大
にするように交互に要求を出し合い､受入れか拒否かを決定する非協力ゲームの解とも考えられ
るのである｡割引率は数学的には危険回遊性に対応していて､ 4つの公理で定められたナッシュ
交渉解で用いる効用関数に反映される｡すなわち､割引率の大きい参加者は危険回遊性が高く､
したがってパイの要求水準が低いと考えられるから､配分される量は少なくなるn｡
西洋では､アリストテレス以来調和原理が分配的公正の普遍的規範として社会に深く根付てい
る｡これは､ある一定量の財の配分が人々の貢献､遺産､非難などにもとづく要求に対して比例
的になされるべきだとするものであるが､財の可分性および貢献､遺産､非難などの基数的尺度
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による測定可能性が前提にある｡この前提が可能なら調和原理は合理的な唯一の分配的公正にも
とづく配分原理と考えられよう｡実際､個々が共謀への動機をもっていないという唯一のもので
あり､謁和原理以外のルールでは他人と一体となって要求する方が全休として多く配分される結
果が生じるのである(オニール[15]) ｡欠点として､この原理は個々人の過大要求への動機が強
いことが挙げられる｡センのケーキの配分モデルで､総効用最大化による功利主義的な配分では
限界効用が等しくなる点で分けることになり､限界効用を要求レベルとすれば､これは｢種の調
和原理になる(木谷【9]) ｡ナッシュはまさにこの調和原理を社会契約の点から､ルービンシュ
タインは社会進化の点から正当化されること示したに他ならない｡
分配的公正の概念には調和原理とは思想的にも異なるものがある｡例えば､バビロニアタルム
ードの中のミシュナ4)には次の様な契約法が述べられている｡
｢2人に分け与えられる一着の衣服がある｡ 1人は全部を要求し､もう一方は半分を要求して
いる｡衣服の公平な分け前はどのようなものか?｣
アリストテレス的｢調和原理｣.に従えば,全部を要求するAに3分の2､半分を要求するBに3
分の1を与えることになるが､上の配分はこれとは異なりAに4分の3､ Bに4分の1を与えよ
とする｡この配分の論郵ま､衣服の半分はAだけが要求するものであって､問題は残りの半分の
衣服の配分であるからこれらを均等に分ける(CGルール(Contested Garment rule))というも
のである5)｡このルールを用いるのは道徳的要求なのであろうか｡この間題を早いもの勝ちとい
う視点から眺めていよう｡ Aが先に要求して衣服を全部獲得すればBは全く得られず､またBが
先に要求して獲得すれば半分の衣服を獲得し､ Aが後で残りの半分を得る｡ここで､各々の機会
が均等(どちらが早いかは5分5分)に生じるとすればCGルールの解になる8)｡
分配的公正は手続き公正とは違い｢公正の原理｣を追及するものであり､実際の紛争解決へ適
用する点からは役に立ちそうもないし､ハイエクのいうように空虚な理論かもしれない｡しかし､
人間社会の様々な決定における分配的公正概念を単に道徳と見倣して書き下ろすだけでなく､自
由な個人主義の中で位置付けていく分配的公正の論理は興味深いものがあると同時に､これまで
経験のない困難な社会的決定問題の解決の糸口を探る上で十分貢献できるものと確信している｡
3)不随意的状況下における分配的公正の公理
ここでは､不随意的状況に限って分配的公正を考えよう｡ナッシュ交渉解の公理は一つの分配
的公正の公理ではあるが､効用関数を単純に与えた非常に限定的ものである｡ところが公正の問
題を考える際には効用関数の個人間比較が必要不可欠である｡この意味ではナッシュ交渉解での
第1番目の公理､効用関数の測定単位による不変性は個人間比較を認めない立場である7)｡
ローマ-は､世界保健機構の資金援助を想定して以下の5つの資金配分ルールに関する公理を
提案し､これがマクシミン原理になることを示唆する(ハーグリーブス他【16],p143) ｡
(1)パレート効率性､ (2)単調性と対称性､ (3)中立性､ (4)一貫性､ (5)広範性
パレート効率性､対称性はナッシュの交渉解と同じものである｡単調性は､世界保健機構の資金
がなんらかの理由で増えた場合に､資金の配分が以前より減るような被援助国はないというもの
である8)｡中立性は援助目的に関係する情報だけを配分の根拠とすること､一貫性は2種類の資
金援助がある場合､同時に配分することと最初に1種類の資金配分を行った後にもう一方の資金
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配分を決定することが同じになることをいう｡最後に広範性は､起こりうるすべての状況のもと
で資金配分ルールが適用できることを意味する｡これらの公理には被援助国の効用関数が仮定さ
れていないだけでなく､選好順序も明示されていない｡パレート効率性は単に､他の国の援助効
果を下げることなくある一国の援助効果を上げることができないという客観的指標にもとづくも
のである｡したがってある意味では､個人間比較が可能な状況での公理といえる｡
1
3.立場主義からみた公正概念
1)個人間比較による社会選択
アロー流の個人間比較が仮定されない序数的効用から
社会的選択の公正さを議論することはできない｡例えば､
右表のようにケーキ1を3人に分ける場合､ 2つの状況
Ⅰ､ ⅠⅠにおいて3人とも代替案A(A'), B(B')に対す
る選好順序は同じである(効用は配分されたケーキの量
個人 ?#2?
Ⅰ ?9?轡?0.800.100.10 
代替案B ?緜?????
ⅠⅠ ?9?粂???.200.400.40 
代替案B' ???紊S?CR?
の0.5乗とする) ｡したがってアローのやり方で社会的選
択にどのような配慮をしたとしてもⅠ､ Hにおいて同じ結果が生まれてくはずである｡しかし､
個人間の比較が可能であるとしてロールズのマキシミン原理に従って選択することを考えると､
最悪の状態におかれる個人を考えれば､状況Ⅰでは代替案Bが､状況Hでは代替案Aが選ばれる
という違った結果になる○)｡以上のことから､社会選択での公正を議論するには個人間比較が重
要な視点になることが分かるであろう｡
2)拡張選好願序上の社会的集約問数
個人の選好順序の組だけから社会的選択を考えるときには､社会的公正の視点は入る余地はな
い｡例えば､選好順序にボルダ得点を与えて集計した社会的選好は､個人の各社会状態に対する
選好幅を同じとしたもので､考えられる社会状態がある個人に不利になるような状況でも､その
個人への配慮は全くなされない｡したがって､ここでは社会状態と個人の租に対して選好を定義
し公正の議論を進めることになる｡このような態度を立場主義､この選好を拡張選好と呼ぶこと
にする｡初めて拡張選好贋序を用いて社会的選択を考えたのはスッビスであるが､この思想はア
ダム･スミスの『道徳感情論』に遡るという(鈴村[18〕,123頁､ガ-トナー[19],p23) ｡
Xを社会状態の有限集合､ N- (1,2,･-,nIを個人の集合とする｡このとき､各個人iの
もつ拡張選好順序Riは表2のような集合Ⅹ×N上で定義さ　　　蓑2.拡環選好憎序の定義域
れる｡すなわち､ (Xj,yk)∈Riは個人iがみてⅩに置かれ
た個人jはyに置かれたkよりも悪くはないことを意味する｡
T(Ⅹ×N)､T(Ⅹ)を､それぞれⅩ×N､Ⅹ上の論理的に可
能な拡張選好全休､および選好順序全体を表すとするとき､
個人 ?2-n 
社 ?ﾒ?lⅩ2‥●Ⅹn 
A コ言 嵐?ly2--'yJl 
状 態 ?｢?IZ2日'Zn 
f :T(Ⅹ×N)×-×T(Ⅹ×Nトーき･T(Ⅹ)
を立場主義的集約関数(Positionalist aggregation function)という｡また､個人の拡張選好
の組(Rl,R2,･･･,Rn)を拡張選好プロフィールという｡ fの定義域は他人への干渉とパレート性
の衝突を避けるため以下の認容公理を満たす範囲内とするのが普通である10)｡
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【認容公理】 (Xi,yi)∈Ri⇔(Ⅹi,yi)∈Rj (∀j)
3)羨望からみた社会的集約関数
公正の視点からfを構成するとき､大きく2つの方法がある｡ 1つは羨望の概念である｡任意
の拡張選好プロフィール(Rl,R2,･･･,Rn), i∈N, Ⅹ∈Xに対して､ Oi(Ⅹ)-# fj∈Nl
(Ⅹj,Ⅹi)∈P(Ri))とする11)｡ Oi(Ⅹ)は個人iの羨望総数を表し､ n次元ベクトル0(Ⅹ)-
(el(Ⅹ),02(Ⅹ),-,Oh(Ⅹ))に辞書哀順序≧L12'を与えると､ Ⅹ上のレキシミン羨望虐序R(0)
((Ⅹ,y)∈R(a) ⇔ 0(y)≧lo(Ⅹ))が定義でき､社会的集約関数f(Rl,R2,･･･,/Hn)-R
(♂)を構成する｡このfは次の2つの重要な性質をみたす(鈴村[18],129頁) ｡
【パレート性】 (∀i) (Ⅹi,yi)∈P(Ri)⇒(X,y)∈P(ど(Rl,R2,-,Rh))
【公平両立性】 (∀i,∀y)(Xi,yi)∈Ri & (∀i,j)(Xi,Ⅹj)∈Ri
⇒ (∀y) (X,y)∈.ど(Rl,R2,-,Rn)
公平両立性は､パレート効率性をみたしかつ羨望が全くない社会状態が存在すれば､社会的集約
関数はそれを切り捨てることはないという意味である｡
4)加重表現による社会的集約国教
社会的集約関数fが､すべてのi,j ∈NとⅩ∈Xについて実数pi(Ⅹj)が与えられて､
(X,y)∈f(Rl,R2,･･･,Rh)⇔　∑i∑jPi(Ⅹj)≧∑i∑jPi(yj)
により定義できる場合､ fは加重表現可能であるという｡ pi(Ⅹk)の与え方の代表的なものに次
のボルダ加重ri(Xk) (-#　tyJl(Ⅹk,yj)∈P(Ri)I -# tyjl(yj,Xk)∈P(Ri)))
がある13)｡次に､ボルダ加重を強凹の非線形関数かこよって変換したものを考えよう｡
(Ⅹ,y)∈f(Rl,+32,-,Rn)⇔　∑i∑j¢(pi(Ⅹj))≧∑i∑j¢(pi(yj))
このような集約関数fは認容公理のもとで､強パレート性､中立性をみたす｡
【強パレート性】(∀i)(Ⅹi,yi)∈Ri　&(∃j) (Xj,yj)∈P(Rj)
=手(Ⅹ,y)∈P(i(a.,R之,･･･,Rh))
【中立性】拡張順序プロフィール(91,92,･･･,gh)は､ (Rl,R2,･･･,Rh)を2つの社会状態X,
y∈Ⅹについての順序を入れ替えたものとすR｡このとき､ X,yの入れ替え以外は
f(Rl,R2,-,Rh)とf(91,92,･･･,臥)は同じものである｡
表3のような2個人､ 3社会状態において2つの拡
張選好プロフィール(a.,R2),(91,92)を考えよう｡
ここでは社会状態X,yに限定すると2つの拡張プロ
フィールは同じであるばかりか､ Zを加えてもⅩ,y
の位置関係は変わらない｡したがって､ボルダ加重に
よって定まる社会的集約関数によればⅩとyに関する
表3.公平性基準の禎点
Rl:X.>yl>y2>X2>2;1>Z2
R2:Ⅹ1>y2>yl>Ⅹ2>211>Z2
Ql:Zl>Z2>Ⅹ1>yl>y2>Ⅹ2
92:Zl>Z2>Ⅹ1>y2>yl>Ⅹ2
選択は同じになる｡しかし､ (_Tdl,R2)ではX,yはZより評価が高いのに対し､ (91,92)では
Ⅹ,yの評価は下位にある｡これは､ Ⅹとyの選択に関して(Ql,92)の方が公平性の視点が重要
視されてくると期待される｡つまり､ Xとyの比較に限ってみても他の社会状態と比較しての評
価がなされるのではないかということである｡これは前項の羨望からみた社会的集約関数では
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技術的に考えられないが､ここでは¢を導入することでこのような公平性を導入することが可能
になる｡しかし､当然であるがその代償として無関係対象からの独立性は満たされる術がない｡
公平性基準をつくるにあたっていくつか準備をしておく｡まず､ (Ⅹ｡,yj)∈P(Ri)に対して､
iからみてvhがⅩ〕とyjの闇にあるとは､
(Xj,Vh)∈Ri & (vh,yj)∈P(Ri)または(Ⅹj,Vh)∈P(13i) & (vh,yJ)∈Ri
l
が成り立つことで､このようなvhの集合をBilⅩj,yJ]と書こう｡次にⅩ上の2項関係γiを
(Ⅹ,y)∈γi ⇔　①ヨj,k:(yj,Ⅹj)∈P(Ri),(Xj,Ⅹk)∈P(Ri),(Xk,yk)∈P(Ri)
②∀m≠j,k:(Xm,yn)∈Ⅰ(Ri)
③# tv.lvg∈Bi[Ⅹk,yk]) ≧# twhlwh∈Bi[yj,Ⅹj】)
によって定める｡この意味は図2のようにj,k以外　　個人　iからみたⅩ,yの位置
の個人のⅩとyの選好は無差別で､ jはyを､ kはⅩ　　J y>->Ⅹ
を選好するが､後者の選好の｢強度｣は前者より強い　　k　　　　　　　>Ⅹ>･--->y
と個人iは観ている｡さらに､ Ⅹにおいてもjの方が　　　　　　yj Xj Xk yk
kより好ましいと個人iは観ている｡つまり､ X,y　　　　　図2･γiのイメージ
においてはjの方が恵まれているのである｡この場合､
Xを選択しようと考えるのが次の公平性公理である｡
【公平性公理】　∀i :(Ⅹ,y)∈γi⇒ (X,y)∈P(i(Rl,R2,-,Rn))
ガ-トナーは加重表現可能な社会的集約関数が公平性公理をみたすための必要十分条件として､
¢の強凹の非線形関数であることを証明した(ガ-トナー[19】,p32)｡
今､拡張選好が各個人で同じRであり､ある個人j,kとⅩ,yについて､ yj>Ⅹj>Ⅹk>yk
をみたし､ jとk以外の個人mについ　蓑4.公平性公理と羨望からみたⅩ,yの選好(n≧3)
てⅩm,ynは無差別である場合を考え
てみよう｡表4は羨望総数からみた社
会的集約関数によるXとyの選好関係
について調べるため､ X,8 (ym)の選
好位置を動かして稔羨望数を計算した
ものである14)｡これをみると､
Ⅹm(yn) の選好位置 倆??9?uﾒ?ﾐ会状態y ?ﾈ4ﾈ5h7?2??ｹnﾈｮ??
OmejOk ?諞V､??
Ⅹm>yj 尾籃ｦ簽?On-2m-1 冖8ﾛy¥｢?
yj>Xn>Ⅹj 尾簽&ﾒﾓ?ion-1 亳?x鄧^?
Xj>Ⅹm>Ⅹk ??ﾓ?lob-1 
Ⅹk>Ⅹm>yk yk>Xzn ?????0m-1 201 亳?X拮饕?
*ただし､ n-3のときは無差別になる｡
Ⅹk>Ⅹm>ykなる個人mが多いという
γ1の定義③と似た条件のもとでレキシミンによる羨望順序はⅩ>yを導くことが分かる｡ここ
に､レキシミンの羨望順序による集約関数とガ-トナーの加重表現可能な集約関数の闇に類似性
をみることができる｡
4.公平性公理の検討
3節で､ ¢を強凹とした加重表現された社会的集約関数を述べた｡これは､レキシミン羨望腰
序にはない別の視点を与えてくれる｡それは¢の凹性の度合いが丁度､功利主義的集約からロー
ルズのマクシミン的集約に対応することである｡ ¢の凹性が弱く線形関数に近ければ､最悪の状
-6-
況に置かれた個人はす(･に無視されるし､凹性が強ければ
その個人を重視した選択が行われる｡この辺の事情を表5
で示そう_｡今､考える社会状態はX,yの2つ､個人は3人
で全員同じ拡張順序をもつ｡個人1,2だけの社会では公平
性公理から¢の凹性の度合いに関係なくⅩがyより選好さ
れる｡しかし､ 3人の社会では､  /
個人 ?儘B維h-?y,ｨﾔH*ｨﾘ(*"?
1 ?H??????xuﾖﾇ鳴?
2 ?ﾈ???G?uﾓ(?????
3 欄5??｢r穩rr"r"?
∑i∑〟)i(Ⅹj)=7<8=∑i∑jpi(yj)
より¢が線形に近いとyを選択し､例えば¢(･)=√･なら
∑i∑j¢(pi(Xj))=3+√2>√3+√5=∑i∑j¢(pi(yj))
であるから2人の場合と同じくⅩを選択する｡ここで注意すべきことは､レキシミン羨望順序で
は羊.とyは無差別になっていることである｡
このように考えると加重表現された社会的集約関数の方が公平性の視点を導入しやすいと思わ
れるが､原序には序数的な情報しかもっていないので､最悪の状況におかれた個人の状況を含め
て想定されている社会状況が実際にどういうものであるかによって¢が異なってくるばかりか､
¢の凹性もみたさない､すなわち公平性公理をみたさない状況だってあり得るであろう｡このよ
うに公平性を加味させた加重表現可能な社会的集約関数は､考えられている社会的状況に大きく
依存するのである｡そこで､ガ-トナー[19]は4つの仮想的な社会的状況に対するドイツでの調
査を通してこの問題を考えた｡筆者の行った日本での調査と比較しながら公平性公理について考
察を加える｡以下の各例はⅩかyかの選択問題であり､個人数が2から5まで( (a) ～ (d))
の4つの場合に個人間比較の厚生順序(例1から例3は表6､例4は表7)を与えて回答させた｡
[例1 ]重度身休障書者への援助Ⅴ.ら.高等教育への投資
(a)ある資金を重度身体障害者(個人1)の援助(Ⅹ)に使うか優秀な子供(個人2)への
教育投資(y)に使う｡ (b)さらに優秀な子供(個人3)の教育も可能､ (C)規模の経済
性から別の子供(個人4)の教育も可能､ (d)さらに別の子供(個人5)も教育可能｡
[例2]飢餓救済Ⅴ.S.自国の環境保護
(a)あるまとまった資金を自国での環境保護に使うか(y) ､アフリカの不毛地帯の国々の
人々(個人1)の飢えを救済する計画(Ⅹ)に使う｡この国の環境保護計画は主に､近海の汚
染の改善であり､これにより漁業従事者(個人2)に利益を与える｡ (ち)環境保護計画は拡
大され石炭火力発電所の近隣の大気汚染を改善することも含まれ､石炭火力発電所の近隣の人
々(個人3)に利益､ (e)川の汚染の改善も可能で､川の近くに住む人々(個人4)に利益､
(d)高速道路の騒音減少の計画も可能で､居住環境の改善が個人5にもたらされる｡
[例3]人工透析器の購入V.S.ビタミン剤購入
(a)西側通貨が極度に不足している国の政府が､腎臓障害をもつ人々(個人1)のために世
界市場で自国では生産できない人工透析器を購入する(Ⅹ)か､または全ての妊婦(個人2)
のためにトロピカルフルーツやビタミン剤を購入する(y) ｡ (b)国のすべての乳児や幼児
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表6.仮想的状況での選好順序(Ⅰ)
個人 ?儘H??維h-?y?ﾔH*ｨﾘ(*"?
-1 池rs?｢ﾒ簫y?｢rﾙ?ｩ?｢ﾔ停rrﾒ蜀ﾇ鳴?
2 ?H????w???????ﾓ(??????
3 池rx???ｨ????rx?uﾓ9?｢r粐粐粐?
4 定??滴?rrrrrﾔ?H?y?ｩ?ｨ?????
5 欄X???uﾓX????ﾈ???????
表7.仮想的状況での選好順序(ⅠⅠ)
個人 ?儘I??維h-?y?ﾔH*ｨﾘ(*"?
1 ?H??x?????????????uﾖﾇ鳴?
2 欄(???H??uﾓ(??H???????
3 ?｢w????????rxuﾓ2?｢y?ｩ?｢x??｢?
4 ?｢?ﾂvﾇ釘ﾔ停rrrﾒ窗uﾓH?rrr穩rrﾒ?
5 池rrrr穩rw?rrrrrrrru???
(個人3)まで必要なビタミンを供給可能｡ (C)国の青年(個人4)にもビタミンの供給が
可能｡ (a)肉体労働に携わる国の労働者(個人5)にも必要なビタミンまで供給可能｡
[例4]人権の保護Ⅴ.ら.経済回復
(a)独裁政治による経済的停滞が続いてきた国が独裁政治に終止符を打つ｡国際銀行がこの
国の経済の建て直しのために､返済を優遇したかなりの規模の融資を申し出る｡しかし､この
鼓行の融資条件は雇用者のストライキ権と職業の自由選択権を受け入れない｡この国の新しい
政府が個々人の権利を制限したくないなら､自力で経済の立て直し(Ⅹ)をしなければならな
い｡国際銀行からの融資を受ければ(y) ､この国の大企業(個人2)は経済回復の一番手に
なるが､これらの企業の雇用者(個人1)は基本的権利を奪われ痛手を被る｡ (也)この国で
小さなビジネスをする自営業者(個人3)も財政的援助が受けられる｡ (C)公務員(個畳旦二
人4)も経済的利益を得られる｡ (d)退職者(個人5)も経済的な状況が改善される｡
表8は､ガ-トナーによるドイツでの結果と合せて選択結果を示したものである｡調査対象者
はドイツは経済学部の厚生経済学などを学習する前の初年次の大学生であり､筆者が行った調査
は工学部1年生を中心とする大学生である｡表中の独1､独2はそれぞれ1989年､1990年の調査
で標本数は83､62､日は1996年の筆者による調査で標本数107である｡選択パターンはXの選択､
yの選択をそれぞれ0､ 1とし(a) ～(d)に対応して並べたものである｡したがって､この
選択パターンを4桁の2進数とみる場合､ 23の桁が0である選択パターンは公平性公理を満足
することになる｡また選択変更率は¢の凹性を示す1つの指標で､公正性公理をみたしかつⅩか
らyへ変更のあったもの(0001､ 0011､および0111)の割合であり､ (公理内)は
公平性公理を満たす中での選択変更率である｡選択変更率が低いことはロールズ流の格差原理に
近い選択をしていることを意味する｡まず､日独での選択パターンの違いみるために､選択パタ
ーンを2進数とみて順序づけ(小さい数ほど公平性が強いと考えられる) ､コルモゴロフースミ
ルノフの2標本検定の検定統計量Dを示す(Dの限界値については､例えばシーゲル【23],285頁
を参照) ｡また､日独の選択変更率の差異について､公平性原理をみたすものな　かで選択変更
をしたもの､しないものに分けてX2検定を行った｡
飢餓救済Xと環境保護yは先進国がもつどちらも重要な現代的課題であり､ここでの公平性公
理の満足度が低いのは､環境保護なしの国民とⅩ2と飢餓救済なしのアフリカ華氏ylの差が小さ
いと思われる｡特徴的なのは人権保護Ⅹと経済回復yに対する日独の差異である｡日本人は人権
よりも経済を優先する傾向にある｡しかし､いずれの例においても日本人は選択変更率が高く､
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8.仮想社会的状況での選択の集計および選択変事､ +公H平性公理の
社会的状況 ?x???ﾘ)9仆8屍?飢餓救済/環境保護 劔???･?7(5??2?人権保護/経済回復 
選択バターン ?c?独2 ?｢?ﾆ1 ?c"???c?独2 ?｢?ﾆ1 ?c"??
00■00 田b??6.1 鉄B??0.1 ?r??9.9 鼎r??1.6 ?B綯?7.8 田B絣?8.7 
0001 唐紕?.5 澱絣?.4 釘繧?.6 ?紕?.2 澱絣?.2 湯縒?2.1 
0011 ?R縒?.7 ?B???.2 免ﾂ??2.1 釘繧?.1 免ﾂ??.2 澱霍ﾂ?0.3 
0111 ?紕?l.3 ?b繧?.6 湯縒?5.9 ?R縒?4.5 ?偵?3.6 ?綯?9.6 
0*** ???.0 ???.0 ???.9 ???.0 ?纈?.0 ?綯?.0 
1*** 途??.4 唐??0.6 ?2纈?3.6 ?ゅ?22.6 ?r繧?4.1 ?b??9.3 
公理満足率 涛"繧?3.5 涛?b?9.4 田b??6.4 都??77.4 塔"??5.9 塔2纈?0.7 
選択変更率 ?b絣?7.4 ?r紕?9.3 ?R繧?5.5 ?"纈?5.8 鼎b縒?8.0 ?r繧?2.0 
(公理内) ?ゅb?9.3 鼎??39.1 ?偵?53.5 ?"??3.`3 鉄b繧?3.7 ??"?9.2 
D- 偵???081 剪?CB?.4208++ 
X2 ?緜?｢?2.222 剿ﾆﾂ紊??｢??7.790事暮+ 
(注)回答パターンの*は0または1を表すが､ 0***には0001､ 0011､ 0111
を除いている｡また､事,H,='はそれぞれ10%､ 5%､ 1%有意を示す｡
これは各問題に対する国内マスコミ情報による社会状態の認識レベルが違うためか､あるいは¢
の凹性､すなわちドイツ人の方がロールズの格差原理を受入れやすいことを意味する｡
5.おわりに
公正な立場から地域社会の問題解決を図ろうとすると､個々の住民の遠好休系を知るための手
続きの問題､解決案への責任性の問題､さらに個々の住民の権利をどう考えるかが問われる｡前
者2つに係わる公正は手続き的公正であって､研究スタイルは心理学的視点も含む実証的研究に
なる｡しかし､住民の権利をどう考えるかは分配的公正論の中心課題であり純粋な論理研究であ
る｡その上､この公正論には普遍的な物差があるのかという根源的な問題を窄む｡
コールバーグは､道徳とは公正感覚であるとしたピアジェの考えを継東させ､道徳性の発達を
捉える上で3水準と6つの発達段階を示し､道徳の発達遺伝説を実証づけたが(コールバーグ他
【23],275-278貞) ､ここには行動による学習メカニズムは仮定されない｡つまりロールズの公正
に関する格差原理のように､道徳を絶対的､直覚的な要求とみる｡その一方で道徳の生得的多元
説があって､多様な統制力のもとにある衝動の間の葛藤は､個々人の中に広く行きわたっている
可能性もある｡これが真実だとすると､道徳についても進化論的アプローチが必要になる｡すな
わち､調整が集団にとって利益をもたらすことはありうるが､それは利己的遺伝子による個人の
選択であって､集団の選択ではない(メイナードスミスはこれを進化の安定戦略とよぷ(ギバー
ト[24]) ｡電車の中で若者が老人に席を譲るという道徳は､クレマ-の考えた世代重複のある繰
返しゲームでの部分ゲーム完全均衡の解とも考えられるのである(クレマ-[25]) ｡我々の公正
感はまだ発生期にあり､急激に変容する農村や都市生活に適応をなしつつあるのかもしれない｡
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エドワード･ウイルソンの大著｢社会生物学｣ ([26】)の締めくくりに､アルペール･カミュ
の『シーシュボスの神話』から次のような引用文がある｡
･･･たとえ理由づけがまちがっていようと､とにかく説明できる世界は親しみやすい世界だ｡
だが､反対に幻と光を突然奪われた宇宙の中で人間は自分を異邦人と感じる｡この追放は､
失った祖国の想い出や約束の地への希望が奪われている以上､そこではすがるべき綱はい
っさい絶たれている-
註
1)例えば､東京狛江市のゴミ中間処理施設の建設をめ(･っての地域紛争は､行政側の一方的な建
設計画に端を発する｡しかし､建設計画を一旦白紙にもどし市民の自主的な参加のプロセスを
経て､結局は市当局の当初案が妥当との結論に達したのである｡ここで重要な点は最終決定は
行政側が行なったことであり､市民は決定に関して責任を負える立場にないことである｡しか
し､市民はこの最終決定の結果は十分東知の上であった(原科[5]､263-268頁) ｡
2)生産性による罰のモデルがよい例で､功利主義的配分原理ではもとよりロールズの格差原理に
おいても生産能力のないものが余暇と生産物を多く享受できる(木谷[9]) ｡
3)第3章4節で詳しく考察する｡
4)タルムード(Talmud)はユダヤ人の生活､宗教､道徳の律法に関する集大成で､それはミシュナ
(本文)とジェマラ(注釈)から成る｡
5)タルムードには他に｢マイモニデス｣ルールという平等性の強いルールが記されており､過大
要求への動機を押さえる性質をもつ(ヤング[13],p73) ｡日本の農村集落はマイモニデスルー
ルの文対ルール(要求量からの帝離(損失)の配分に適用したルール)を用いている｡
6)一般にn人に対するCG配分については､機会均等条件をみたすように拡張したシャプレイ値
があるが､配分全体量に比例した配分が決定されるという意味での一貫性をもつという意味で
は仁(Nucleolus)が提案されている｡実際タルムードにも3人の妻への遺産配分を例にした
仁による配分として理解できる記述がある(オーマン他日4]) ｡
7)例えば､ある人の効用関数が他の人の丁度2倍であっても､交渉解に変化はない｡
8)議員定数の配分に最大剰余教法という｢常識的｣ルールを用いると､全休の議員紙数を増やし
た場合に定数配分の根拠となる各区の人口変化がないにもかかわらず､配分が減るような選挙
区が実際にアラバマ州で発生した｡ (アラバマパラドックス､大山[17],99頁参照)
9)ロールズのマクシミン原理と並んでハ-サこの倫理的効用を用いた功利主義的な公正概念があ
るが､この公正概念も同様に状況ⅠでB､ ⅠⅠでAを選択することになる｡
10)センはこの公理をIdentity Axionと呼んでいるが､ここでは鈴村[18],130頁に従う｡
ll)P(Ri)は次で定義される強順序である｡
(Ⅹj,yk)∈P(Ri)⇔(Ⅹj,yk)∈Ri & (yk,Ⅹj)≒Ri
また､ Ⅰ(Ri)は次で定義される二項関係である｡
(Xj,yk)∈Ⅰ(Ri)⇔(Ⅹj,yk)∈Ri & (yk,Ⅹj)∈Ri
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12)ベクトルの最大要素どうしを比較し､それらが異なればその大小関係､同じなら次に大きい
要素どうしを比較し､それらが異なればその大小関係､ -といった具合に定めた順序｡
13)ボルダ加重の他には､ Ⅹと他の社会状態との単純多数決の結果による勝敗の差を考えたコー
プランド加重､ Ⅹを他の社会状態より選好する個人の数のうち最小値を考えるシンプソン加重
などが考えられる(ムーラン【20】,p233) ｡
14)ボルダ加重によって定まる社会的農約関数は､いくつかの公理によって特徴づけがでlきる｡
例えば､加重表現可能な社会的集約関数のうち､中立性､正の感応性､および安定性を同時に
みたすものはボルダ加重による集計関数だけである(ゲルデンフォルス[21]) ｡
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第2章　自己責任の論理にもとづく資源配分
1.旺じめに
近年､地方の自立と特色ある地域づくりを目指し､地方分権の声が高まりつつある｡中央から
の数多くの規制を取り払って､地方の自己責任において地域の計画を策定し､地域に密着した親
しみのある地域づくりという視点かちも､地方分権のあり方について､今後益々大きな政策課尾
として取り上げられることになろう｡この間題は､ R.ドウオーキンの政治哲学に照してみれば､
地域のもつ自由選択の権利と地域間格差を是正しようとする平等主義との葛藤の問題でもある｡
一般に､こうした社会の計画はその構成貞に対する不平等な資源の再配分をもたらすが､これが
社会的合意を得るためには､資源配分における『公正』さの問題を考えなくてはならない｡本研
究では､ 『公正』基準に関して1971年に発表されたJ.ロールズの『正義論』以降の現代政治哲
学の基本精神を蕗集する｡つまり､自由主義社会を意識し､合理的主休にもとづいた均衡モデル
を用いることによる経済政策ゐ評価モデルとは異なり､社会が個々の主体に保障すべきモノ(辛
等主義)と､自己責任において保障すべきでないモノ(自由主義)を区別するような規範的なモ
デルをもとに､政策評価のための評価枠組みの提言である｡
ところが､資源配分のルールに着目する配分的公正より､配分の手続きに着目する手続き的公
正が本質的であり､前者の議論は無意味とする論調もある1)｡筆者があえて配分的公正に焦点を
当てるのは､手続きを考慮する場合､選好偽りの動機や決定手続きの操作(公共選択論でいえば､
戦略的投票の問題や､アジェンダセッターの問題)など難しい問産があるため､手続き的公正の
議論が人々の公正感の高さによるという心理学的研究になるからである｡これは､ ｢公正の論理｣
に目を塞いだ実学的なアプローチであり､筆者のメタ学問に対する欲求を満たさないからである｡
本研究のキーワードである自己責任について､鈴木が計画の目的論的/義務論的計画の脱却と
して計画の責任性の重要性を説く(鈴木光男[6】)｡このような計画の責任性は地方自治体の地域
社会に対する選好にもとづくものであるが､これが機能するには､中央からある程度の独立を必
要とする｡完全な中央従属では､目的論的/義務論的な計画になるのは当然であり､計画のアカ
ウンタビリティの問題も発生しない｡つまり､大まかにみると地方分権問農は､中央政府の公正
な地方への資源配分問題と地方自治体の責任(アカウンタビリティ)問題という側面をもつ｡本
研究の目的は､前者の資源配分問題を｢自己責任性｣モデルを用い､公正な資源配分を論じるこ
とにある｡すなわち､中央政府は地方自治体個々に対してどこまで平等に資源を配分すべきかを
責任ある大人としての地方を念頭におき､その物差しを提供することである｡具体的には､モデ
ルによる配分結果の例として､各主体の効用関数を前提とした数値例､および地方交付税の配分
に関する数値例を挙げる｡特に後者は､地方税と地方交付税を資源とした｢資源平等｣モデルで､
地方財政の弾力性を表す経済収支比率は､その資源を各地方自治休の責任において使用した結果
と考える規範的モデルである｡
2.公正な資源配分を遜る近代までの理論
1)古典的理論から
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西洋では､アリストテレス以来､調和原理といわれる資源の配分原理が普遍的な規範として社
会に深く根づいている｡すなわち､貢献､遺産､非難などにもとづいた人々の『要求の大きさ』
に比例して一定の財を比例的に配分する原理である｡ただし､ここでは財の可分性と『要求の大
きさ』を基数即こ測定可能性を前提としている｡実際､人々の要求量と配分される財の全体量だ
けにもとづくあらゆる配分ルールの中では､人々が共謀しようとする動機が生じない唯一の配分
ルールになっている2'｡現代版の話でいえば､ある銀行が倒産したとき､口座の預金琴額が銀行
資産を上回る場合､預金額に比例して預金者に資産配分しようとするものである｡ここで･預金
者間で結託すると有利になるような状況(協力ゲーム)を生じさせてはならないという前提にた
っと､必然的に調和原理が採択される｡ところが､バビロニア･タルムードの中のミシュナには
次のような配分原理が記されている｡
｢2人に分け与えられる一着の衣服がある｡ 1人は全部を要求し､もう一方は半分を要求して
いる｡衣服の公平な分け前はどのようなものか?｣
調和原理に従えば,全部を要求するAに3分の2､半分を要求するBに3分の1を与えることに
なるが､タルムードの配分はAに4分の3､ Bに4分の1を与えよとする｡この配分の論理は､
衣服の半分はAだけが要求するものであって､間是は残りの半分の衣服の配分であるからこれら
を均等に分けるというものである3'｡オニール[14】の分析をみると､筆者はこの配分原理こそが
現代版の公正概念の源になっていると思えるばかりか､理論化に劣っている古典に､先人の偉大
な知恵を垣間見る思いである｡これは､ ∫.ロールズのいう機会均等､マクシミン原理の原点な
のであり､自由な取引き上での安定(共謀上の安定)が公正の原点であると考える傾向のある現
代経済学に対して､人間の本来的平等を訴えるという側面をもっていると考えられるのである｡
2)厚生主義からのアプローチ
19世紀から20世紀半ばまでは厚生主義の花ざかりである｡人々に､厚生(welfare)とい
う数字を張り付け､それをもとに社会の政策を打ち立てようとする｡最も痛烈な批判を浴びたの
が功利主義に立脚する近代厚生経済学である｡この人々の厚生(効用)の紀和を最大にする立場
は､数多くの問題を生みだした.一番大きな問題は､ 『泥棒の正当化』であろう｡より多くの効
用を消化できるものに多くを配分することが総効用を大きくするからである｡また､総和をと範
囲に疑問符を投げかけるR.ノージックの『効用モンスター』 ､ J.ミ-リーズの『生産能力が与
える罰』などの数多くの問蓮がある4'｡では､社会の厚生を､効用の総和としてではなく一般的
に人々の効用のベクトル上の関数(バーグソンーサミュエルソン型社会厚生関数)と考えてはど
うだろうか｡この場合も､ A.センのいう『鞭打ちによる不愉快な例』 5'が示唆するように､人
々の厚生は極めて限定的な範囲で考えられるべきである｡つまり､人々の活動に関わる多くの部
分は､厚生という次元で計*lJされるべきものではないということである｡
もう一つの重要な問題は､厚生の比較可能性である｡厚生が比較可能ということは､言い換え
れば特定の人が人々の厚生の程度を測定できることを意味しており､十分な熟慮の上としても､
大きなお節介である｡すなわち､人々が各自､社会状態に対する他人の選好(効用)も含めた選
好ベクトル(効用ベクトル)をもつべきなのである｡このような思想は､アダム･スミスの『道
徳感情論』に遡り､ 『同情』という感情を社会の計画から取り除き､真に人々の目の高さで社会
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をとらえた､ 『感情移入』的な計画に対する前提でもある｡ A.センは､人々の自らに関係する
選好(効用)は社会的に認めるべきである(Identity Axiom)とする｡ W.ガ-トナーらは､こ
のような拡張された選好のもとに､公平性公理などを掲げて規範的な資源配分について論じてい
る8)｡
(3)バーゲニング
バーゲニングによる資源配分は､厚生の比較可能性を『合意』プロセスを導入することで巧み
に回避する(富の最大化7)) ｡ここでは､配分結果において取引き費用がゼロのもとでの経済効
率性は保障されるものの(コースの定理) ､配分の公正さについては初期の権利割当てに依存す
るために､問題を先送りするだけである｡面白いことに､たとえばナッシュ交渉解という規範的
配分原理とある『合意』プロセスとの同等性に関するルービンシュタイン【16】の証明以降､規範
的配分原理とバーゲニングによる配分との境目があいまいになり､ J.ロックやノージックの但
し書･きe)にあるような初期の人々への平等な資源配分における規範性さえ､ 『合意』の結果とみ
なすことが可能なのかもしれない(J.ロールズのような無知のベールといった仮想的装置を導
入するまでもなく) ｡しかしこのことが､バーゲニング至上主義にはつながらない｡それは初期
の権利割当てに関する『合意』プロセスが､ある種の規範性から悪意的にそして権利割当てを正
当化するように構築されるからである｡まとめれば､ある種の規範性による初期割当てが決めら
れた後に､富の最大化を行うといった2段階の配分原理がバーゲニング理論の立脚点になると考
えられよう｡
3.正義幹にもとづく新しい配分的公正モデル
1)厚生主義からの脱却
配分的公正を考える際に基本となる理論は､ロールズの｢基本財｣の平等､センの｢潜在能力｣
の平等など､功利主義を筆頭とする｢厚生主義｣からの脱却が現代の主流である｡しかし､ロー
ルズもセンも個人の選好に関しては､基本財の上での自由な活動､潜在能力集合の中での能力の
自由選択という程度しか考えていないようで､個々人の選好を配分的公正に関連づけることはし
ない｡それに対して､配分的公正に個々人の責任性についてはっきりと言及したのはドウオーキ
ンである｡つまり､不随意な環境と自己責任との区別である｡ドウオーキンは不随意的環境に対
して無知のベール下で仮説的保険市場という装置を提案する｡ここでの無知のベールはロールズ
のものより薄く､人々の選好は知らされているとする｡この選好こそがドウオーキンの責任性を
表すものである9)｡さらに､ア-ネソンとコ-エンはドゥオ-キンの責任性モデルをもとにそれ
ぞれ､ロールズのいう厚生とセンのいう機能を比較基準として厚生(優位性)に対する機会(近接
性)の平等という概念を提示する｡ア-ネソンはゲームの木としての同値性(effective equival
ent)として機会均等を捉えるが､コ-エンは､半身不随者の厚生を例日りに挙げ､ア-ネソンの
機会均等を見せかけの平等として非難し､機会平等化を図るべき実体を優位性(advantege)と
呼んでいる｡この難しい問題については､筆者は半身不随者の選好は機会不均等から生まれたも
のと考えることによって､コ-エンの考えに同調するが､ここではこれ以上の議論はしない11)｡
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2)自己責任性からみた寵分モデル
ここで提示する資源配分モデルの概念枠組みはドウオーキンの自己責任概念､平等化すべきも
のはコ--エンの優位性であり､モデルの原型はJ.ローマ一にみることができる12)｡本研究も基
本的にローマ-のモデルを跨襲するが､個々人の選好を陽表的には与えないことにより現実的応
用についてモデルの操性を高めたこと､およびモデルの応用に関する意味付与は筆者による｡
さて､ローマ-の自己責任性による配分モデル(以降､簡単に責任モデルとよぶ)の説明に入
ろう｡政府がある有限の資源をもち住民にそれを分配する｡住民はこの資源を用いて優位性を高
めることができるが､それは個々の先天的な優位性と努力に依存する(図1) ｡この努力は､個
々の選好にもとづく意思決定として表れるものであり､自己責任を問われるものである｡個々
の住民は先天的な優位性にもとづくあるタイプに属し､それは個人に責任のない不随意的な環境
である｡各タイプ闇の優位性の分布の差異を小さくし､住民の努力に比例するように資源配分を
考えようとするのが責任モデルの意図である(図2) ｡
ローマ-は優位性を住民の｢健康｣ ､努力を｢禁煙努力｣とし､ ｢健康｣は生まれつきの頑強
さと｢禁煙努力｣で決定されるという仮想的状況の中で､責任モデルを説明する｡ここでは､政
府からの資源配分(医療費免除の程度)に対する努力(禁煙努力)の応答は､住民各々はもって
いる資源配分量と努力の上で定義された効用関数を最大化するという個人合理モデルから決定さ
れる｡
図1.政府と社会の関係
タイプ1 △二,優位性
タイプ2 A_,優位性⇒ >優先性
<計画前>タイプに関係なく資源配分==>　<計画実施後>　タイプ1毎に別の資源配分
図2.資源配分と優位性の分布
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一般に､ Xを資源配分レベルの空間､ Eを努力レベルの空間とし､政府は住民の特性(不随意
的資源)の集合をr個のタイプに分割する｡ (Sを住民の集合と同一視する)
S-SIUS2∪-U Sr (1)
u(X,e,S)は特性S∈Sをもつ住民がⅩ(∈Ⅹ)の資源を受け､ e(∈E)だけ努力するとき得ら
れる優位性で､ Ⅹ,eに関して単調増加とする｡さらに､ eS(g)は特性Sをもつ住民に対して政
府の資源配分方式gに対する努力応答関数で､個人合理的(効用最大化)に決定される.1
政府のもつ情報は､各タイプiの優位性ui(X,e)と努力応答の分布であり､前者は(2)式の
ように､ Siでの優位性の平均値である｡
ui(Ⅹ,e)-∑S_Siu(Ⅹ,e,a)P(a)/P(Si)
(PはS上の確率測度)
(2)
ま卑筆者は､政府の配分方式gに対するタイプiの努力応答分布､ `Fi. (E上の確率測度)であ
る｡
責任モデルにもとづく政府の意思決定問題は､できるだけ不随意的環境とは無関係に､そして
住民個々の努力にもとづく資源配分を求めることである｡具休的には､ ei(p,g)を資源配分方
式gのもとでのタイプiの中での100pパーセンタイルの位置にある個人の努力とするとき､各
pについて､優位性ui(gi(ei),ei)の最小値を最大化する変換ベクトルg(e)- (gl(e),
g2(e),-,g,(e))を求める｡
予算制約: ∑i∑._Egi(e)Fi.(e)≦W　のもとで
‡:minitui(gi(ei(｡,gi)),ei(｡,gi))Id｡→max　(3)
自己責任を考慮しないロールズ流のマクシミン原理(最小優位性の最大化) ､及び功利主義的
なアプローチ(優位性の総計最大化)では､上の日的関数がそれぞれ次のようになる｡
mi n,mini tu主(gi(ei(p,gi)),ei(p,gi))) ⇒maX　　　(4)
S:∑ip(Si)tui(gi(ei(｡,gi)),ei(｡,gi))Id｡_,max　(5)
4.地方財政の健全性と自己責任からみた地方交付税配分モデル
最近の地方分権の声の高まりには､地方の側の言い分として少し無責任な感じがしないわけで
はない｡健全な地方財政運営のために､現状の地方交付税制度を維持することを前提にしている
からである｡確かに地方には､地方自治体自身に責任を問えないような高齢化問題や過疎の問題
から､政府の関与による独自な地域づくりへの阻害があり､地方自治の範囲の拡大の必要性はあ
ろう｡しかし､自らの政策における責任性は肝に銘じるべきである｡自ら努力しないで､地方に
おける資源の平等を訴えるのは､成熟していない子供と同じである｡ドウオーキンの自己責任性
からみれば､同じレベルの努力すれば同じだけ報われる社会を構築するための交付税制度なので
あって､地方自治体の財政を同じレベルだけ補完するための制度であってはならない｡
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滝沢は､地方財政の健全性として､ (9財政内容の健全性､ ②財政運営の効率性､ ③財政運営の公
正性を挙げる(中橋芳弘･滝沢忠徳･小室裕一[7]) ｡本研究で着目するのさま自治体の『優位性』
を①の財政内容の健全性から捉えることにし､ ②は地方自治体の『努力』に依存する｡また､ ③
は交付税額に関係するものではなく､地方自治体の住民に対する配分公正の問題となるから､こ
こでは考えない｡また､財政内容の健全性は具体的に､収支均衡､財政構造の弾力性､行政水準
の確保､財政の長期安定性が挙げ-られている｡ここでは､財政構造の弾力性に着目iTlる18)｡
付表に､平成6年度の財政力指数141によって5つのタイプに分けた各道府県ごとの地方交付
税額および経常収支比率を示している｡経常収支比率は財政構造の弾力性を判断する1つの指標
で､で､人件費､扶助費､公債費の和が一般財源(≒地方税+地方交付税)に占める割合である｡
すなわち､穫常収支比率が低い道府県は､各種公共施設の建設などへの投資的支出を大きくする
ことが可能になり､地方行政の自己責任も大きくなる優位な道府県である｡本研究では､自己責
任モデルにもとづいてこれを平等化しようと考える｡つまり､道`府県の間の経常収支比率の違い
は､道府県の努力の違いに表れるべきであって､財政力の違いであってはならないというモデル
である｡
具休的に努力を計る尺度を構成する方法はここでは考えないで､本研究では､努力は各タイプ
の実際の平均地方交付税額に対する道府県の交付税額とする｡すなわち､ここでは交付税算定に
あたっての基準財政需要額が努力指標となると考えてよい｡
さて､タイプi (i-1, 2, -, 5)に交付税基準額Xi(タイプiの平均交付税額)を配
分した場合の100pパーセンタイルに相当する道府県の経常収支比率をui(p)とすると､自己責
任モデルでの日的関数E(Ⅹ)は､
E(Ⅹ1,Ⅹ2,-,Ⅹ5)-∑, maXi ui(p,Xi)⇒min　　　　　(6)
ここで､予算制約として､ ∑iniXl-W｡ (niはタイプiの構成数､ Wは交付税総額)
また､ロールズの平等モデル､功利主義的モデルの目的関数､ R､ Uはそれぞれ､
R(xl,X2,･･･,XS)=maX, naXi ui(p,Xi)+mi n　　　(7)
U(Ⅹ1,Ⅹ2,-,Ⅹ5)=∑, ∑i ni･ui(p,Xi)　⇒ml n　　　(8)
となる｡これら3つの目的関数はすべ
て凸であるから､大局的に一意の解が
存在する｡したがって､ここでは探索
的方法によって近似解を求める15)｡
表1は､平成6年度の交付税額とp
を0.25,0.50,0.75の3つを考えた場合
の責任､平等､功利モデルによる交付
税額におけるE､ R､ Uの値および各
タイプへの平均配分額を示したものであ
る｡ (交付税の単位は10億円)
1.各モデルの目的関数値とタイプ毎の平埠
日的関数 ?年度 ?9D2?ｽ等 佰yy?
E=∑,HAXi ?.869 湯霍"?.603 ?纉c?
R=l岨X,MAXi ?.958 ?繝??.戯好 ?纉??
U=Z,Zi ?14.63 ??紊2?15.90 妊?飃?
辛 ??ｸ?7c?29 ?sB?33 ??
均 ??ｸ?7c"?63 ?S2?60 ?3B?
交 ??ｸ?7c2?68 ?C2?46 ?迭?
付 ??ｸ?7cB?48 ?CB?38 ?c?
秩 ??ｸ?7cR?97 ?迭?99 ???
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E､ Rは､配分量に対して線形的に定義されていないことから断言はできないが18)､ Uの線
形性と合わせて考えると､平成6年度の交付税額は功利主義的な配分にかなり近いことが表から
分かるであろう(図3-図6を参照) ｡また､責任モデルと平等モデルが極めて近い値を示して
いるのは､努力分布の各タイプでの差異が小さいためである｡実際､本研究では各道府県の努力
を陽表的に測ってはいないし､人口とか面積など物理的な環境から決定されるであろう基準財政
需要額を考えているからである｡　一
図4　自己斉任性モデルによる便位性(1-経常収支比串)
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図5　平等主義モデルによる康位性(1一種常収支比率)
図6　功利主義モデルによるCE位性(11穫常収支比率)
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5.おわりに
本研究では､経済学的な方法による配分的公正の論理には限界があることを明らかにしたこと､
ドウオーキンにもとづく資源平等の概念をモデル化したローマーの自己責任モデルを､個人合理
性を定義づける効用関数を特定しない形で操作化したこと､さらに､現状の地方交付税の配分が､
財政指数でタイプ分けした場合､機会均等(資源の平等)化の傾向はみられず､むしろ経常収支
比率が全休として改善されるような功利主義的な配分に近いことを示した｡しかし､こ耳での地
方交付税の試算は､自己責任モデルの重要な視点である『努力』の計量化を行っていないので､
各道府県毎の試算交付税額は､各タイプ内において自己責任を課そうとするだけの意味合いをも
たない｡
『努力』の計量化は難しい問題であり､例えばコ-エンとア-ネソンの論争にも関係するが､
『努力する能力』も不随意的環境と無関係ではない｡つまり､個人の効用関数を完全な自己責任
に帰することはできない｡ただ､社会の計画が社会的合意という支持を得るには､ただ漠然と計
画案に対する個々人の選好を､有効な情報を通していかにうまくまとめるかという捉え方よりも､
計画案に潜む『計画の倫理』を明確化し､その上で合意をはかることがより重要なのではないだ
ろうか｡
そこでは､ 『努力』の計量化をどの範囲で考えるかという大きな合意点を探ることになる｡
今後の課題として､ 『努力』の計量化を行った上での資源配分モデルの確立とその適用可能性
の検討､技術的問題ではあるが､自己責任モデルの解と平等解､功利主義解との関連性に関する
解析的検討､およびマクシミン目的関数をもつ凸計画の求解法を挙げる｡
註
1)たとえば､ハイエクなどである｡ (加藤寛孝[2])
2)たとえば､ヤング[18]を参照｡
3)一般にn人に対するタルムードの配分については､機会均等条件をみたすように拡張したシャ
プレイ値があるが､配分全体量に比例した配分が決定されるという意味での一貫性をもつとい
う意味では仁(Nucleolus)が提案されている｡実際タルムードにも3人の妻への遺産配分を
例にした仁による配分として理解できる記述がある(オーマン他[9]) ｡
4) 『効用モンスター』についてはノージック【1日,p41､ 『生産能力が与える罰』についてはムー
ラン[13],p22を参照｡
5)食料の公正配分を議論するとき､ある配分により決められる効用ベクトルが､強者(食料を多
く配分される者)に鞭を打たせるという行為を取り入れることによって､同じ効用ベクトルを
達成することができる｡ (A.センの例､セン[17])
6)ガ-トナー[12],p22)を参照｡公平性公理の検討についての日独比較は第1章を参照｡
7)ポズナ-[8],p94を参照｡
8)J.ロックとR.ノージックの所有権の正当化に関する件､ J.ロックは､他人の所有機会を失
うことがない限り所有権を認めるというものであるが､ R.ノージックはそれを少し弱め､他
人の所有機会を失うことによる損失を埋め合せることができる場合にまで認める形をとる｡
9)ドウオーキンの配分的公正は不随意的環境を資源と言い換えて｢資源の平等｣といわれる) ｡
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ドウオーキン[10]を参照｡
10)コ-エンがTiny Titnの物語として例示した｡ Tiny TiDは半身付随で日光浴が大好きである｡
彼に車椅子を与えても､彼の厚生は少し高くなるだけだる｡一方で､ Tiny Timに車椅子を購入
する資金を障害のない人達に投資すれば､彼らの厚生はかなり高くなる0
ll)エルスター[1]もこの点について｢合理的欲求｣の定義として言及している｡
12)ローマ-[15】,p280を参照｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
13)収支均衡や行政水準の確保､財政の長期安定性の中に自治体行政の独自性を出すことは考え
にくく､自治体共通の問題である｡財政構造の弾力性の大きさが､地方自治体の責任ある行動
領域を規定するものと考えられる｡これは､ A.センのいう潜在能力集合の大きさでもある｡
14)財政力指数は､交付税額の算定に用いた(基準財政収入額) ÷ (基準財政需要額)の過去3
年の平均値であり､各道府県の産業構造､県民所得などが反映されていると考えられている｡
埠方財政分析の方法として頼似団休との比較が行われるが､そd際に財政力指数によって5つ
のタイプに分けられる｡ただし､東京都は行政権能､財政力､規模などが著しく異なっている
ため､ここでは考慮しない｡
15)具体的には現状の交付税配分ベクトルⅩ`0'からスタートし､単位ベクトルel=(1,0,0,0,0)
を用い､ β(a) (Ⅹ`○'+∝el)での目的関数値を最大にするスカラーα (=α')を求めて､
Ⅹ川=β(a')(Ⅹ'0'+α事el)とおく｡ここで､ β(aはβ(a) (Ⅹ`o'+ae.)が制約条
件(交付税配分総額)をみたすように決めたれたαに関する実数値関数で､ β(0)-1である｡
次に､単位ベクトルe2=(0,1,0,0,0)を用いて同様にⅩ(2)を計算する｡これを繰返して､
x(5)が求まったら､ Ⅹ(5)をⅩlo)としてスタートに戻る｡以上の過程で目的関数値の増分が
ある定数より小さくなったところで､それを近似解とする｡
16)区分的に線形である凸連続関数｡
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第3幸　平等主鮎いかに支持されるか
1.杜じめに
政府の役割は､簡潔に言えば､国民個々では実現できない幸福を与えること｡およびその平等
配分にあると考えられが､後者の平等配分にはいろいろ問題を季んでいることは明らかやある｡
たとえば､日本政府の銀行経営に対する保護政策(いわゆる護送船団方式)などは､預金者の保
護よりも自由競争にして非効率な経営をなくすような政策にすべきであると各方面から非難を浴
びているようである｡ R.ノージヅクはこの種の平等性を政府の過剰な介入と見倣すことは明ら
かである｡それどころか､社会契約説的な前者さえも非常に限定したもの(身の安全性)に限る
べきと主張するであろう｡
人間の道徳性が人間が生まれた後の自然淘汰による産物ではないことは､限定的ながら明らか
になっている｡神経医学での融究で､合理性と倫理性をつかさどる脳の部位は異なっていること
が分かっているのである｡この意味で､ J.ロールズのいう基本財の平等を訴える道徳は､カン
ト的な強制的道徳だとして非難されるべきものではない｡しかし､基本財の範囲の難しい問題は
残る｡ F.D.ヴァ-ル[1]は道徳性は水に浮ぶピラミッドのようなものであるという｡このピラ
ミッドは個々人の手に入る資源の量で浮び沈みし､瀕死の状態におかれると撰上の僅かな部分し
か水面上にない｡つまり､基本財の範囲は個人の置かれた社会状況に依存することを意味してい
る｡この道徳ピラミッドの考え方にしたがうと､政府の役割は社会全体の厚生を高めることに集
中し､個々の厚生の平等性には関与する必要はないということになる｡筆者は､この点について
厚生をあたかも経済的価値のある財の配分として厚生の配分を考えているという点に疑問を感じ
ている｡人は『生きる』というプロセスに価値を見出すのであって､人々に安心でき自由で絶え
ない交流の世界を平等に与えることが政府の役割ではなかろうか｡
したがって本研究では､道徳ピラミッドを水面上に持ち上げ､そして人間本来の道徳心によっ
て厚生の平等配分を論じるのではなく､政府が基本財の平等配分(権利の配分)と自由な取り引
きのできる社会政策から必然的に平等性を生むことが可能かどうかを論じることにある｡すなわ
ち､政府は厚生の結果的な配分について直接関与せず､個々人が自分の選好にもとづいた自由で
生き生きとした活動から結果的に厚生の平等をもたらしうることを数理モデルによって示すこと
である｡重要なことは､権利や義務の配分と自由な取り引きのできる社会は厚生の平等性とは概
念的に独立であり､これらはJ.ロールズのいう基本財より狭い範囲の平等､たとえば人権や機
会の平等をもとに設計されるという点である｡
2.権利･義務の平等と厚生の平等
1)平等性の2つの視点
本研究ではまず､資源の使い方によって平等性の考え方を区別する｡個人を生かすための資源
(貴低隈の生活を保障し他人との取り引き機会を与えるのに必要な資源)と､個人の厚生を高め
る資源(各自の責任のもとで生産したり､交換して得られる資源)である｡しかし､この区別は
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必ずしも明らかではない｡たとえば､ある農家が生産する農作物は生きるための資源にもなるし､
他の財との交換によって厚生を高めるための資源にもなりうる｡したがって､資源の種類によっ
て平等配分を論じることはしない｡
個人を活かすための資源には､たとえば交流の自由､機会､権利保護等の制度的資源が考えら
れるが､これは社会的制度を見直しだけではなく､個人に責任のないハンディキャップを補うた
めの経済的資源の配分も含まれる｡た-とえば､後で挙げる例での遺産配分では遺産に対かる同等
な権利という意味で平等に配分されるが､相続人の遺産に関する情報量が極めて異なる場合は､
それが相続人の責任でない限り､相続の機会平等をみたすための情報収集コストを全遺産から天
引きし支払うべきであろう｡このような平等性を権利･義務の平等ということにするり｡
個人の厚生を高める資源は､個人を活かすための資源が平等に配分されるという前提のもとで､
人々の選好の違いが推進力となり資源の取り引き活動を通して得られるものである｡当然ながら､
資源甲.物理的な配分が不平等であるばかりでなく､各個人の厚生の視点からも配分は不平等にな
っている｡しかし､立場主義2)からみたときの厚生の平等を導く可能性はある｡自分のの幸福は
自分で感じるものであり､人がとやかくいうのはお節介以外の何物でもない｡この幸福を感じる
程度が同じということが厚生の平等の意味である｡
2)権利･義務の平等による公正な配分
前節の述べたように､権利や義務の平等は人々の生活の基礎をつくるための資源配分(負担配
分)をどうするかという問題であり､規範的な道徳にもとづくものと考えられる｡もっとも､資
源(負担)自休が均一になるものではない｡共同活動により得られた財を貢献度に合せて配分す
る原則や､公共財に対する受益者負担の原則などは､労働報酬の権利や利用負起義務の平等性か
ら導かれるものである｡現実の社会では財への権利要求､財の利用量に比例する形で配分や負超
が決められる(比例配分ルール)ことが多いが､これはある意味で強制的道徳である｡なぜなら､
共同活動や公共財が先に存在するからである｡人々は自由に共同活動をし､自由に集って公共財
を作ろうとする機会を平等に与えることを考えなければならないからである｡
人々が自由に集って協力し合う形で得られた財､義務の配分を論じるには協力ゲーム理論の枠
組みが最も適当であろう｡すなわち､社会の部分集合に提携値という値を与えられたとき､各個
人の合理的行動のもとでの安定的な配分(負担) (コアという)のうち､どのような規範から配
分(負担)を決定するかという問産を解くことである｡ここでの代表的な規範は､シャプレイ値
と仁である｡この2つの規範についての詳細は割愛3)するが､前者がすべての提携値を加え合せ
た功利主義的規範であり､後者は提携値の最小値を最大にするという意味(マクシミン)での平
等主義的規範である｡
3)取り引きモデルによる厚生の平等
この節では､財(資源)への権利･義務の配分なされた後に､財の交換を通してどのようにして
平等な厚生が達成できるかという問題を考える｡財に対する選好は各自異なっており､権利にも
とづく配分では一般に社会的に非効率が生じている｡これを放っておくことは下流に流れようと
する水をせき止めているようなものである｡したがって､ 『自然』な形で財の再配分システムを
構築することは社会的厚生を高めるための必要条件である｡このシステムの一つの形は､自由市
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場である｡各財に価格を与えておき､各自の予算制約のもとで財の交換をするというものである｡
しかし､取引費用､外部性､公共財の存在など菓しい問題があり､それが不当に弱者やフリーラ
イダーを生み社会的公正は達成できない｡外部性の問題は財の取込みが不十分であること､公共
財の問題は便益に対するコスト支払に対する義務の問題であり権利(義務)配分問題として考える
ことにすると､ここで問題となるのは取引費用である｡この点に関して､仮想的な取引ルールに
もとづいて財の交換を行なってその腰異を配分すれば､取引費用がかからないだけでな1く､財に
関する情報､および財へのアクセスに対する機会の平等という点も解決される｡
厚生の分配に関する交渉問題を公理的に扱う理論がある｡これは､交渉集合という達成可能な
各個人の厚生(厚生ベクトル)の集合の中で､いくつかの規範的な公理(道徳ともいえる)のもと
で特徴的な配分原理を特定化するものである｡たとえば､後で述べるようにカライ-スモロデイ
ンスキーの配分原理(厚生の平等配分原理)は4つの『道徳』の結果である｡このような理論の
根底には､ 4つの『道徳』に対する合意の前提がある｡人々は彼らの活動によって厚生を高めよ
うと努力するのであって､その結果生じる配分に関して政府が関与するということにはたして合
意できるであろうか｡権利や義務という活動の前提となる財について平等ではないのである｡カ
ライースモロデインスキーの配分原理が支持されうるのは､その配分結果がある自由な取り引き
の結果として生じる場合である｡本筋では､いくつかの取り引きルールのもとで厚生の配分を論
じ､それが結果吋に平等主義的配分になるかどうかを吟味することにある｡
3.交渉同左の規範的解決
1)交渉間雇の定式化と交渉辞
n人交渉問題とは､以下の3つの条件をみたすn次元ユークリッド空間の正錐､ R.nの部分集
合Bである｡
(1)Bは凸でコンパクトである｡
(2)X∈B,0≦U≦X⇒ U∈B　(06ま原点)｡
(3)∃.X∈B;Xi>0 (∀i)ここで､ X=(Xl,Ⅹ2,-,ⅩA)｡
Ig≧3'はX-3'∈R･n､すなわちXi≧yi (∀i)を表す｡ Bを交渉集合といい､ X(∈Bはあ
る合意から得られるn人の効用を要素とする効用ベクトルである｡ (βは合意がないときの効用
水準である)また､ F: tBIB:交渉集合)⇒RN(F(B)∈B)を交渉解という｡
2)財の配分による交渉同意の定式化
n人にm種の財j (j=1,2,-･,m)を配分することを考え､ i (i=1,2,-,m)へのj
の配分をwijと表すことにする｡各財の稔量は1として一般性を失わないので､ n人に対する配
分ベクトル･wi=(wil,Wi2,･･･,Win) (i=1,2,-,n)は
W= tW-(.wl,W2,･･･,WA)I ∑i･Wi-1, ･wi≧0 (∀i) 1､ 1=(1,1,･･･,1)
の要素である｡各iは､配分Wに対して狭義単調増加､上に凸､連続な効用関数ui
ui: [0,1]n->R
をもっており､ ui(0)-0ならば
B- (.xl ∃･W∈X,･ 0≦X≦ (ul(wl),u2(･W2),･･･,uh(･Wn)) )
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は交渉集合となる｡ここでは､ uiの定義域を自分への財の配分だけに着目することを暗に仮定
している(Self-regarding) ｡
3)ナッシュ交渉辞とカライースモロデインスキー辞(KS辞)
交渉解について数多く提案されているが､ここでは代表的なナッシュ交渉解とカライースモロ
デインスキー解(KS解)という公平性､平等性を特徴とする交渉解に着日する4)｡
[ナッシュ交渉解FN] Bの中でⅩlX2-Ⅹn(ナッシュ積)を最大にするもの｡
FN(JY)=argtnaX tⅩ1Ⅹ2-Ⅹn l x=(Ⅹ1,Ⅹ2,･･･,Ⅹn)∈Bl
ナッシュ交渉解による配分は､いかなる財の移転も正当化できない､すなわちどのような財の
移転も効用増が効用減を上回ることができないという特性をもっていて(【6],p120-121を参照) ､
財の配分バランスがとれているという意味で『衡平』な配分である｡
[KS解FE]直禄: Xl/ul(1)=Ⅹ2/u2(1)-･･･Ⅹn/un(1))とBとの交点の中での最大の点｡
-　FK(X)-max fp l p(ul(1),u2(1),-,uh(1))∈BI ･(ul(1),u2(1),-,un(1))
KS解による配分は､各自が得ることのできる最大の効用に対する配分の効用比が等しいとい
う意味において､効用平等の配分である｡
4)公理による2つの交渉辞の特徴づけ
上述の2つの交渉解を『配分はどうあるべきか』という規範から定義づけよう｡ここで考える
規範は次の6つである｡
[α]効率性: Bの中にF(B)をパレート支配する配分はない｡
【β]対称性:交渉集合が各主体に対して対称なら配分は同じ｡
[γ】効用漸定法からの独立性:配分は効用の謝り方に影響しない｡
【∂]無関係対象からの独立性: Bを含む交渉集合の配分がBの配分と同じなら､両者は-敦｡
[E]一貫性:主体者をグループ分割して配分を考えても､もとの配分と同じ｡
lE]単調性:交渉集合が拡大するとき､配分が減る主体は存在しない｡
このとき､次の命題が証明されている5)｡
[命題1] (交渉解の特徴づけ)
la][β】[γ][6]をみたす交渉解はナッシュ交渉解に限り､ [α][β】【γ]lE]をみたす交渉解
はKS解に限る｡
ナッシュ交渉解もKS解も上のすべての規範性を満足する訳ではない｡たとえば､一般にナッシ
ュ交渉解は単調性【E]をみたさないし､ KS解は一貫性[e]をみたさない｡
4.取り引きゲームによる財の分割
I)交互提案交渉ゲーム
ルービンシュタイン[8]は､交渉時闇へのコスト(時間選好)を取り入れることにより､財の
配分を非協力ゲームの枠組みから論じ､これがナッシュ交渉解を導くことを示した｡ナッシュ交
ヽ   ヽ
渉解は交渉後の配分結果がどうなるべきかという意味で規範倫理的であるが､ルービンシュタイ
ンの交渉ゲームは配分結果が何故そうなるのかという意味でメタ倫理的である｡この違いは重大
である｡というのも厚生の平等を論じるのに必ずしも『強制的道徳』を必要としなくても平等が
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達成可能であることを示唆するからである｡一方で､交渉ゲームのルールに対する合意は必要で
あるから別の意味で道徳性を要求されるが､前者の『強制的道徳』との違いは配分結果に対する
ものではなく､配分プロセスを実現するルールへの合意に関する道徳性であるという点に注意す
ることは大切である｡
ルービンシュタインの交互提案交渉ゲームでは2人のプレイヤー(pl､ p2)が分割可能な
財Mの分割について､一方が(X,M-Ⅹ) (0≦Ⅹ≦M)の配分を提案して､もう一方がそれ
を承認するか拒否して､新たな配分の提案をするというものを1ラウンドとし､これを相手が東
認するまで繰り返すというものである｡ルービンシュタインがここで考えた重要な点は､提案を
繰り返す度に財Mが∂M(0<∂<1)に絡小してしまうことである｡このことによって､提案
を受けたプレイヤーは配分が自分に不利と思って拒否したとしても､次に自分が提案する際の財
の全体量が締小しているために､自分の提案を相手に納得させる条件で現在提案されている自分
への配分を上回ることができないかもしれない｡すなわち､古が小`さいほど､早くゲームを終了
拒
図1.交互提案交渉ゲームの流れ
しようとする動機がプレイヤーに生じる｡図1に交互提案交渉ゲームの流れを示す｡
図1では､ラウンドの経過に伴うMの締小率をplに対して6､p2に対してがEを与えてい
るが､これはプレイヤーのゲーム継続に関する忍耐強さ(patience)の違いを表している｡
ここで考える均衡戦略は部分ゲーム完全均衡である｡実は､このゲームのナッシュ均衡点は無
数にあるばかりか､各ラウンドにおいてのあらゆる分割を支持してしまう｡将来の有りうる損失
を無視した相手への脅かし戦略が存在するからである｡したがって､将来にわたってプレイヤー
は完全情報のもとで合理的に行動するという前提を置くのである｡ルービンシュタインの示した
ことは次のことである｡
【命題2】 (交互提案交渉ゲームの部分ゲーム完全均衡戦略)
交互提案交渉ゲームの部分ゲーム完全均衡戦略は､各ラウンドにおいてp l､ p2がそれぞれ
湾玉手,M一半辞), (讐隻ヂ,M一旦控諾｣)を提案することである｡
《証明》
仮に第3ラウンドでのplのベストの提案が(Ⅹ3,M-X,)であるとしよう｡このときp2か
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らみれば､ plは第2ラウンドでのp2の提案が6X,以上なら承認すべきであると知っている
から､第2ラウンドでのp2のベストの提案は(6Ⅹ,,M-6X,)である｡なぜなら､
M二6Ⅹ3-E(M-X,)=(1-E)M-(i-6)Ⅹ8
>(1-E)Ⅹ3-(E-6)Ⅹ｡=(116)Ⅹ3>0
であるから､ Ml6Ⅹ3>E(M-X｡)であり､ p28まplに拒否されると損をするからである｡
次に第1ラウンドでのplの提案について､ p2への配分がE(M-6Ⅹ3)以上なら乗組すべき
ことを利用して､ (M-i(M-6Ⅹ3),i(M16Ⅹ3))がベストの提案となる｡なぜなら､
M-i(M-6X3)16(6X3)>M-E(M-6X,)-6X3
=(1-E)M+(E6-6)Ⅹ3>(1-i)Ⅹ3+(E6-6)Ⅹ,
=(llE)(1-6)Ⅹ,>0
であるから､ M-E(M-6Ⅹ3)>6(6Ⅹ3)であり､ plはp2に拒否されると損をするからで
あ鼻｡ここで､ plにとっての第3ラウンドから始る部分ゲームは第1ラウンドから始る全体の
ゲームと同型であるから､ plの第1ラウンドの最適提案は､第3ラウンドのものと同じである｡
すなわち､
M-E(M-6Ⅹ3)=Ⅹ3
よって､ plの最適な提案(Ⅹ書,M-Ⅹ')は(1)をⅩ3について解くことによって
･暮-葦与謹上
である｡ 《証明終わり》
もし､ 2人のプレイヤーが同じくらい忍耐強い(6-E)なら､交互提案交渉ゲームの部分ゲ
ーム完全均衡戦略による配分結果は､ ( M(トの　M…) )であり､最初に分割の提
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案をするp lの方が有利になる｡この均衡解に疑問視する向きもある([9],p132-133)｡ p2にと
ってp lの最初の提案を拒否すれば逆に自分に有利になるという現実的な行動からの対比からで
ある｡確かに現実の行動からはこのような部分ゲーム完全均衡を支持できないかもしれないが､
資源の公正配分の視点からみれば､現実にどのような配分結果になるかというよりも､この交渉
ゲームのルールが守られ､完全情報かつ合理的行動のもとでナッシュ交渉解が支持されることを
示したこと非常に意義深いことである｡
さて､ (6,i)⇒(1,1)の場合提案をどちらから始めるかの差異はなく､ゲームへの参加機会
も平等である｡例えば､ 6-E→1なら(普,普)､ 6-E2-,1なら(普,翠)であ｡､
であり､ 6-E2はp2のほうがplより忍耐強いことを意味するから､危険回避型の効用をも
つ者に不利な配分がなされるというナッシュ交渉解に対応することになる6)｡
2)分割者に対する逐次オークション
ここで提案するゲームは､ KS解を実現するためのものである｡実は､すでにこれに類するゲ
ームはデイマンジ[12]によって提案されている7)｡しかしそこでは､オークションでの付け値の
提示機会を1回だけとしているために非常に煩雑なゲームになっている｡ここでは､逐次オーク
ションという本質的に多段階のゲームを提案する｡
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n人のプレイヤーの中心となる戦略は､財の割当て要求(fraction) fi (0≦fi≦1)であ
る｡つまり､第iプレイヤーのfiは､財の全休量_7 (=(1,1,･･･,1))のうち財ベクトルfilを
要求することになる｡ fiは同時に財の分割者に対する付け値となり､最も高い付け値を提示し
たものが財の分割者になれるというオークションゲームである｡ゲームの手順は次の通り｡
0) r-1とする｡
1) n人がfractionfi (0≦fi≦r) (i=1,2,-,n)を提示する｡　　1
2)最大のfiを提示した者が財の分割者になり､財の分割選を提案する｡
最大のfiを提示した者が複数いる場合は､ iの小さいプレイヤーが分割者となる｡
(このゲームでは同じfiを提示した場合､ iの小さい者を優先するという慣例をおく)
3)分割者以外の者はfiの提示の大きさの順に､ 2)のXに対して承認か拒否をする｡全員
東認した場合は財の配分をXとしてゲーム終了｡拒否した看守いる場合は､ 4)にいく0
4･)拒否した者への配分は､提示が大きい者から順にfiJ･ (p-(r,r,-,r))を与える.こ
れらの合計がrを越える場合は最初にrを越えるプレイヤーから先､および分割者はすべて
βを配分しゲームを終了する｡残りのfractionがβでない場合､それを新しいrとして､最
初の分割提案者と3)で東認した者だけを対象にfi (0≦fi≦r)を提示し､ 2)に戻る｡
拒否する者の数だけ､次のオークションでのfractionfiを提示する者が減り､また拒否する
ものがいなければその時点でゲームが終了するので､このゲームは少なくとも(n-1)回のオー
クションで終了することになる｡ 4)で決定する拒否者の効用Vは､拒否者の集合をtj(1),j(2),
-,j(S)) (fj(1)≧fj(2)≧･･･≧fj(S))として､
vj(k)=uj(i)(fj(k)Z9) (0≦k≦L)
vj(k)-uj(k)((1-∑k=lLfJ)Z･) (k-L+1)
vj(k)=uj(k)(0) (k>L+1)
で求まる｡ここで､ Lは∑k=lLfj≦r　&　∑k=lL'lfj>r　をみたす｡
このゲームのナッシュ均衡解は数多く存在する｡例えば､ 『n人のプレイヤーが全員1/nを
提示し､分割者ならyを提示､選択者なら提示がyであるときに限って暴露しそれ以外は拒否す
る｡ 』という戦略は明らかにナッシュ均衡解である｡そこで､交互提案交渉ゲームと同様に部分
ゲーム完全均衡戦略について考えてみることにする｡最初に､下位の部分ゲームである2人ゲー
ムについてのナッシュ均衡は次の補選で示される｡
【補題】 (プレイヤーが2人の逐次オークションゲームでのナッシュ均衡)
プレイヤーが2人(n=2)の逐次オークションゲーム(財の合計量をrとする)において､
『付け値の提示がfl-f2-f事､分割者iの提案･W(i)=argnax(ui(･W)luj(.W)-uj(fj r)
(j≠i)1､選択者iは提案された配分の効用がui(fir)以上で泉認､未満で拒否する』なる
戦略はナッシュ均衡解である｡ただし､
f'=maxtfl∃W∈W,;ui(･W)=ui(f r) (i-1,2)i
w,= (.wl∑i.Wi=T, gi≧0)
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《証明》
今､プレイヤー1が逸脱してfl<f2=f書であるとしよう｡このとき､プレイヤー2が分割
Ⅹ2=argmaXtu2(･W)lul(.W)=u.(flr))を提案する｡プレイヤー1は拒否しても東認しても
効用がul(flj･)となり､ ul(f'r)を下回る｡次に､ fl>f2=f'であるとしよう｡このと
き､プレイヤー1は分割者となり､ ･W(1)=argmaxful(･W)Iu2(W)=u2(f暮j･))を提案するこ
とになる｡ u之(W)<u2(f2r)と象る配分は拒否され､結局u2(W)=u2(f事r)をみT=すよう
なWの中で効用最大なものを考えることになる｡ここで､ u.(･W(1))>ul(f'j･)となるW(lI
(W(I)∈W,; u2(W(1))-u2(f'j･))の存在を仮定してみよう｡ uiの連続性と狭義単調増
加性から､十分小さなノルムをもつ次の様なベクトルW.が存在する｡
ul(.W(1)+･we)>ul(f■r)､ u2(W(1)+･W.)>u2(f'r)  (.W(1)+･we∈W,)
これはf暮の最大性に反する｡よって､ ul(･W(1))≦ul(f■r)で参りプレイヤー1はul(f'r)
を越える効用を得ることはできない｡以上より､補題に示した戦略を逸脱する誘因はない｡
《証明終わり》
次に､プレイヤーがk人(2≦k≦n)の逐次オークションゲームについて､同様な戦略が部
分ゲーム完全均衡になることを示そう｡
【命題3】 (逐次オークションゲームの部分ゲーム完全均衡)
逐次オークションゲームのk人(2≦k≦n)による部分ゲーム(財の合計量をrとする)に
おいて､ 『付け値の提示がfl-f2=･･･=fk=f暮､分割者iの提案IWi=argmaXtui(.W)1uj
(W)=uj(fj j･)(j≠i)1､選択者iは提案された配分の効用が
ui(fir)以上で承認､未満で拒否する』という戦略は部分ゲーム完全均衡である｡ただし､
f*=max tfl∃.W∈W,;ui(W)=ui(i r) (i=1,2,-,k))
W,- twl∑i･Wi-r, Wi≧0)
である｡
《証明》
k≦k'-1 (k'≧3)のとき､命題3の戦略が部分ゲーム完全均衡であるとする｡ k'=3
のときは補選で示されている｡したがって帰納法により､ k-k'から始まる逐次オークション
ゲームについて､ k≦k'-1における部分ゲーム完全均衡経路のもとで上記戦略がナッシュ均
衡になることを示せばよい｡
第iプレイヤーがfl-f2=--fk･-f事から逸脱する場合について､ fi<f書とfi>f'
に分けて考える｡
(1)fi<f'のとき
分割提案者j' (j'≠i)はui(wj･)=ui(fij･), uj(･Wj･)=uj(f'j･)(j≠j',i)
となるような提案wi･をする｡ j', i以外のプレイヤーjは全員暴露するから､もLiが乗認
すると配分がIWi･に決まり､拒否するとfirに決まる｡いずれの場合もui(fir)を上回るこ
とはできない｡
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(2)fi>f事のとき､
iが分割提案者になる｡このとき､ m人のプレイヤーjに対してuJ(.wi)<uj(f暮7･)となる
提案･wiをするとjは拒否し､ jの配分がf'Tに確定する｡その後､このm人を除いた(k'-
m)人のプレイヤーによる財(1-mf') rを巡る部分オークションゲームに移る｡ただしm
f*≧1ならiへの配分は0となるので､プレイヤーiはmf'<1となるようにmを決定するこ
とになる｡この部分ゲームでの均衡戦略は帰納法の仮定から､　　　　　　　　　　　l
fH-max tflj a W(汁.A,.),;uj(f (1-mf事) r)-uj(a) (∀j∈Y)I
=max tfl∃z W,,･uj(i (1-mf') j･)=uj(a-Zo)(∀j∈Y)I
uj･(f*r)-uj･(Z｡) (∀j'∈Y')
(Y, Y'はiおよびiの提案を東記した(k'一m)人のプレイヤーの集合,
拒否したプレイヤーの集合であり､ Z｡は拒否した者に対する配分である)
f書の定義より､ f (1-mf') ≦f事だから､ fH(1-mf')'≦f暮｡したがって､ Yでの
オークションゲームでのiの効用はui(fH (1-mf') j･)となり､ ui(f*j･)を上回ること
はできない｡
以上から､プレイヤーiはすべてのプレイヤーj (j≠i)に対してuj(･Wi)-uj(f*r)と
なる･wiを提案することになる｡ f事の定義より､ある配分Zについて､ uJ(f♯r)=uj(a)
(∀j)であるが､もしui(wi)>ui(f*j･)となる･wiが存在するなら､補題の証明と同様に､
f'の最大性に反する｡したがって､ ui(wi)≦ui(f事r)となり､ ui(f■r)を上回る効用は
得られない｡
以上より､第1プレイヤーは逸脱する動機は生じない｡ 《証明終わり》
【命題4】 (逐次オークションゲームとKS解の関係)
ui (i=1,2,-,n)が線形関数であるなら､逐次オークションゲームの部分ゲーム完全均
衡は､ KS解をもたらす｡
<証明>
命題2より､逐次オークションゲームは最初の提示､ i.=f2=-=fA=f書を行ない､プレ
イヤー1がIWl=argrnaX(ul(･W)luj(･W)=uj(f♯1)(j≠1))を提示､プレイヤー2-nは全
員承認してゲームが終7する｡このときの利得はuiの線形性より､ ui(f'1)-f事ui(_7)
(i=1,2,･･･,n)で､これはKS解である｡なぜならf'は､定義よりui(･W)=ui(fl)=
-fui(1)となる･W∈Bが存在するような最大のfであるから｡ 《証明終わり》
uiの線形性により､交渉集合は一般に多角形になる｡この仮定は少し強いが､財の総量が少
ないときには問題はないし､財を少しづづ配分し交渉の原点を移動させていくようなプロセスも
考えることができよう｡一般に(ui(f事1)) (i=1,2,-,n)なる厚生配分は平等配分と
同値(egalitarian equivalent)と呼ばれるものであり､ KS解よりも個人の自由選択にもとづ
いているという意味で規範性が低い｡
5.鮭静
本研究は､ルービンシュタインの精神のもと配分的公正の規範性を非協力ゲームのルールづく
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りに還元し､平等主義のメタ倫理に踏込んだ｡具休的には､交渉問題で最も平等主義的解とされ
るKS解に着目し､線形的効用という仮定をおくことで限定的にはなるが､逐次オークションゲ
ームという非協力ゲームからKS解が部分ゲーム完全均衡解として得られることを示した｡実際
にはオークションゲームは平等同値(egalitarian equivalent)を導くものであるが､この平等
同値というのも曲者である｡厚生の平等が必ずしも表面的な資源配分の平等に繋がらないという
例も挙げられている([6],P150-151)-｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
本文でも述べたように､平等主義は何を平等にするのかという問からスタートしなければなら
ない｡ J.ロールズは基本財､ R.ドウオーキンは資源､ A.センは潜在能力の平等を唱えるが､
それらの実体は難しい｡そもそも平等を押しつけることは個々人への介入であり､ F.ハイエク
は配分的公正という概念自体が無意味と主張する(【13],p351) ｡一方で手続き的公正というも
っともらしい研究分野もあるが､この種の研究は社会的公正に対する論理が乏しく不偏性に欠け
る｡筆者の考える平等主義は厚生の平等であり､それは中央権力者が分け与えることができる類
のものではない｡しかし､それが個々人の自由な活動によって論理的に可能かどうかを探る理論
は存在しうる｡社会的公正の研究は平等主義の研究といっても過言ではないが､それは財の配分
の研究というより社会のルールづくりの研究なのである｡
註
1)資源配分に関して自己責任という概念を導入したのはドウオーキンである(資源の平等) ｡
木谷【2]は､自己責任性モデルによる資源配分がマクシミン配分と功利主義的配分との間に
になることを数値例を通して示し､その中庸性を論じている｡
2)立場主義での公平性については[3]を参照｡
3)論理的整合性では､仁のほうがシャプレイ値より勝っている｡というのは､シャプレイ値は
コアに含まれない可能性があるし､部分ゲームとの全体ゲームの整合性がない｡しかし､配
分結果は多くの例を見る限り､シャプレイ値の方が平均化する｡ ([4]plO7-参照)
4) [5】に多くの交渉解とその規範的分析がある｡
5)この証明については､ [7】が最も分かりやすい｡
6)ビンモアがナッシュ交渉解とルービンシュタインモデルとの対応を詳しく論じている｡
([10],p180-212)
7)最掛ここのようなオークションゲームを提案したのはクロフォード[11]であるが､デイマン
ジ[12】によってその不備が指摘され､改良された｡しかし､改良版のゲームはかなり複雑な
ものである｡
参考文献
[1]F.D.ヴァ-ル『利己的なサル､他人を思いやるサル』西田利貞他訳,草思社,1998
[2】木谷忍｢自己責任モデルによる資源配分の倫理とその適用可能性｣日本行動計量学会
第25回大会発表論文抄録集, 138-141, 1997
[3]木谷忍｢社会的決定における公平性とその理論的考察｣農業経済研究報告,第29号,
1-12,1997
ー33-
[4 ]Houlin Jl., Axioms of cooperative decision making, Cambridge University Press,1988
[5 ]Thomson V., Cooperative Theory of Barganing I : Classical, Cooperation :
Game-Theoretic Approaches (ed.Hert,A.Has-Colell), Springer, 1994
[ 6]Young I.P., Equity -In Theory and Practice, Princeton Academic Press, 1994
[7]鈴木光男『新ゲーム理論』勤草書房,1994
[ 8 ]Rubinstein,A･, Perfect Equilibliun in a Bargaining Hodel,Vol.50,m0.1,97-10?,1982
[ 9 ]Hargreaves-Heap,S.P.良 Varoufakis Y. ,GaJne Theory : A critical Introduction,
Routledge, 1995
[10】Binnore,a. Funand Games : A Text on Game Theory, I).C.Heath,1992
[11]Crawford,V.P. A Procedure for Generating Pareto-Efficient Egalitarian Equivalent
Allocations, Econometrica, γol.47,No.1,49-60,1979
[12]Demange G･, Implementing Efficient Egalitarian Equivale且t Allocations, Economerica,
vol.52,No.5,1167-1177,1984
[13]加藤寛孝｢自由主義社会の倫理的基礎｣加藤寛孝編『自由経済と倫理』 ,成文堂,1995
-34-
第4章　マルチ･ファンクション･ボリス構想の経緯分析
1.はじめに
1987年1月,日本国･オーストラリア連邦(以下,豪国)の共同閣僚委員会において,田村通産
大臣がバトン商工技術大臣に提案する形で,マルチファンクションボリス(MFP)と呼ばれる産業都市コ
ンセプトの検討が日豪協力により開始された｡主として民間投資による国際未来都市をうたうMFP構想
～
は,世界各国の計画専門家に注目された(Self,1988, Chalkey & Winchester, 1991, Ca托er & Brine,
1994)が,日本側からは想像もつかないほど棄国内での議論が沸騰し,粁余曲折を経てアデレードが候
補地として選ばれたものの,現在は既存のハイテクパークの-1･部にまで計画が縮小されている｡計画案
づくりに関するコミュニケーション過程と社会的受容,合意形成の在り方を追求する計画理論より捉え
ると,この事例はEg際未来都市の構想と実現という難易度の高い計画づくりにおける論点･問題点を含
む興味深い事例であり,テクノポリス研究で世界的に知られるCastells &Hal1(1994)もその混乱の原因
分析を試みている｡本研究では,内容分析(Krippendorf(1980))の手法を援用して,当時の報道記事の
分析を行い,このMFP構想の経緯を再構成するとともに, MFP構想の転換期とも言える9 0年3月よ
り7月までの｢フィージビリティ･スタディ(以下, FS)後期｣に生じた混乱について,報道記事を公
式報告書やCastellsらの分析結果と突き合わせて検討することにより,原因分析を試みる｡
2.報道記事分析の枠組
本研究では,世論形成に影響力のあった情報を分析対象を限定する意味で,報道記事に着目する｡報
道記事データは,英国ロイター社のニュースワイヤDBにおいて, (a)MFPもしくはMulti Function
polisの語が題名もしくは本文中に入った記事, (b)MFPの名称が未定の段階ではhightech cityあるい
はurbzn developmentに関する記事のうち該当するものを検索して, 4 8 3件を入手し,さらに題名に
おいて(a)(b)を含む全記事2 0 4件を絞り込み,これを次章以降の基本データとした｡また,報道記事の
不足分や偏向などをチェックするため, MFP構想の公式報告書やメモ,反対派の出版書,計LT専門家
の言及記事などの文献を合わせて収集した｡ 2 0 4件の通信記事の発行元を表1に示す｡豪国全域を対
象とした経済紙Australian Financial Review(86件)とメルボルンを拠点とする日刊紙Age(64件)が二大
発信源となっているが,これに比べ日本での発信は時事,日経を合わせて17件と少なく,両国内での報
道のアンバランスが最大の特徴となっていることが分かる｡
3.報道記事データベースに見るMFP構想過程の概要
3.1 MFP構想過程の期間区分
本研究では表2に示すように, MFPの構想過程を1 9 8 7年から現在に至るまで7つの期間に分ける
こととした｡日本側が素案を作成し,日豪両側がフィージピリティ･スタディ(FS)を行う共同体制を
整えるまでの｢プレFS期｣を経て,日豪両国政府ならびに日豪他の企業が参画した共同運営委員会が
MFP素案を作成し, 9 0年7月に豪国内創1はり候補地を募り,用地を決定するスケジュ-ルでFSカ亨
開始された｡パイロットスタディの時期｢FS前期Jを経て,その案のもとで敷地を決定するまでの｢FS
後期｣において,豪国内で国民･連邦･州政府･政治家･マスコミを巻き込んでの大議論が行われたが.
後述する経緯を経て,敷地はアデレード郊外に決定した｡その具体案づくりが行われた｢アデレードIT･S
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期｣を経て,その実現のためにMFP開発公社が設立され　日本企業視察団も招かれたが,結局,日本企
業からの立地表明が現われないことが判明するまでの｢投資誘致期｣ ,敷地内の廃棄物が発見されるな
どの問題も生じ,既存のテクノパークの一角に移動するまでの咽内開発模索期｣ ,縮小した住宅団地
として第一期の開発が行われ1996年に連邦政府の支援が打ち切られるまでの｢縮′ト開発期｣が続く｡
表2で札記事の件数も示したが, ｢プレFS期｣においてはMFP記事を捕捉できなかった｡ ｢FS前
期｣以降記事が増え始め, ｢FS後期｣では76件と,わずか5ケ月間に全記事の3分の1以上を占める｡
～
また,参加企業数の推移についても, ｢FS後期｣が最大となっている｡
なお,賛成派から反対派まで広く分布する学術研究者による各出版物は,概ね｢FS前期｣までに発行
されるか,原稿のもとになる公開討論を行っている｡
3.2　MFPの構想内容の変化とその報道
rプレFS期｣に作成された日本側原案についてはChstells&1-1誠やMFP研究会(1992)に詳しいが･
報道記事が存在しないため,ここでは通産省産業構造課(1989)の資料を要約する｡ MFP構想は,世界有
数のハイテク経済大国となった日本と,恵まれた自然･資源と広大な国土を有する豪国が両国の長所を
生かして,新たなハイテク･ハイタッチ産業等の集積と新たなライフスタイルの実現を行う職,住,遊･
学が一体化した国際産業拠点を豪国内に建設するものである｡基本コンセプトとして･ 2 1世紀におけ
る新たなライフスタイルを実現する空間｢第五の空間(Cityof the Fifth Sphere)｣ ,特徴の中には特定
目的のため数ヶ月から数年の滞在者が集う｢準定住型都市｣ ,機能としては2 1世紀型産業の育成･国
際共同プロジェクトによる研究開発･大学等の高等教育･人生80年時代に対応したリカレント教育･
コンベンション･リゾートにおけるレジャー振興･商業文化施設の集積を挙げている｡
FSの開始期のMFP構想を伝える初めての記事では｢人口l O万,建設費約1 0億豪ドル･ハイテク
産業,先進の教育,健康,余暇のための施設｣が報道される(09/06/88, REUTR)｡
その他rFS前期｣の最中,バイオスフィア･テクノポリス･ルネサンス都市の三つの要素コンセプト
が浮上した(12/04/89, 14/06/89, AIR)ほか,共同事務局がMFPの業種構成を9つに絞り,環境管
理･情報サービス･健康･教育･レジャーの5つの優先業種と他の4つの業種として農業･情報通信･
建設/デザイン･先進運輸産業を公表した(07/07/89, AFR)｡ ｢FS後期｣に入って報道されるMFP栴
憩では,計画人口は1 0万から2 5万までバラツキが現われる｡投資顔は110-130億(03/02/90,
MEIAGE), MFPの特徴として｢就労者の6 0%～8 0%が高レベルの専門性を要するホワイトカラ-I
直接3万の雇用を産み間接的に1 0万の雇用を産む(22/01/90･JUI)｣と報じられ4･1節に述べる植民
問題論議の発端となった｡
4州が立候補したが,結果として,サウス･オーストラリア州アデレ-ド中心より車で20分北方の
ギルマン地区を敷地に決定した｡
｢ァデレードFS期｣での提案ではMFP構想は縮小され計画人口5万人(1万5千人のクラスタ--
を3つ) ,主要産業札情報技術･教育･環境技術(30/07/91AFR),インフラ需要は8･6億豪ドルう
ち民間は6.6億(26/05/91, REUTR), 43,000人を雇用,州総生産を2 0年間に108億ドル引き上げる
(08/06/91,JET)と報道された｡
r国内開発模索期｣に検討されていた開発規模は1800ha(10/06/94AFR)と報道され既存のテク
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ノパーク隣地に移動した｢縮小開発期｣での第一期開発の際には,計画人口1万-1万2千人,計画戸
数5千戸,敷地面積500haと報道されている(29/07/94,AどR)｡
3.3　｢FS後期｣における報道概要
｢FS後期｣については,報道記事により更に期間を分割することができる｡
9 0年3月,オーストラリア国内で昧連邦選挙戦を迎え･野党連合を率いる自由党党首ピーデック氏
が, MFPを日本の｢飛び領土｣をつくるものとして与党攻撃の材料にする( ｢植民問題期｣ ) ｡結局,
MFPに関する各野党の足並みの乱れ　選挙における与党側の勝利によりMFP批判は鳴りを潜めた｡
｢用地立候補期｣には, 6州のうち4州がMFP誘致活動に乗り出し,各々の立候補用地の規模･主要産
業などが報道される｡ビクトリア州では反対意見が強く,州政和まMFPコンセプトの代わりとしてドッ
クランズの開発書類を提出した｡ニュー･サウス･ウェールズ州は,敷地が3つに分かれていた｡クイ
ンズ･ランド州はゴールド･コーストのほか,タウンズヒルを候補地として提出している｡ゴールド･
コースートは有力とされたが,敷地に民間用地が含まれていた｡サウス･オーストラリア州は｢MFPに対
する反対意見はない｣と強調していたが,つねに本命と目されていなかった｡ 6月1 5日に豪国側は用
地をゴールド･コーストに決定したが,土地取得が早急に行われない際の補欠用地をアデレードに選ん
だ｡ ( ｢ゴールド･コースト決定期｣ ) ｡州政府は土地取得に乗り出したが,強制収用は行わず,費用
に3億2千万豪ドル以上は出さないと宣言し,結局, MⅣ予定地での日本企業を含む投機企業の価格つ
り上げ,住民の反対のために,州政府は土地取得をあきらめることとなる( ｢用地取得問題期｣ ) ｡用
地はアデレードに変更されたが,アデレードへの候補地の決定に関してMFPプロジェクトの成功･失敗
を含めて様々な意見が報じられた｡ ( ｢アデレード決定期｣ )その後, MFPアデレードの案づくりの体
制についての報道が続く( ｢共同FS終了期｣ ) ｡
図1に｢用地立候補期｣から｢アデレード決定期｣までの報道内容を図式化する｡
4. ｢FS後期｣の豪国内での混乱の原因分析
4.1植民問題議論に関する報道記事分析
連邦選挙戦の争点となり,豪国内の議論を過熱させた植民問題について報道記事データを用いて分析
を試みたい｡ 3.2節でも触れたが｢FS前期｣の成果であるパイロットスタディにおいて, MFPを｢就労
者の6 0-8 0%が高レベルの専門を要するホワイトカラーで占める(22/01/90, Jut)｣と報道した記事
に端を発する｡この報道は｢8 0%の外国人労働者,多くがE)本人と考えられる(03/02/90,MELAGE)
(13/02/90, NZHI皿)｣に発展し,ピーコック氏がMFP構想を連邦選挙戦の野党側争点として取り上げ
た際には,引用されたビクトリア州計画環境省前長官の発言｢MFPが外国人が8割を占める2 0万人の
エリート『飛び鏡土』となることには公共意見が許さないだろう｣が引用された(17/03/90, MELもGE)｡
のちにpolitical football game(16/06/90,MELAGE)と呼ばれる植民問題の議論の始まりである｡
この文言の出所は,アーサー･アンダーソン社とキンヒル･エンジニア社による第二報告書であり,
これが前年暮れに報道メディアの目を引いたことによる(19/03/90,MEuGE)｡ピーコック氏は｢MFP
の8割が日本人が占める｣という文言はコンサルタントが政府に準備した報告書からのものであり,こ
れが彼に与えられた事実であったと語った(24/03/90,MELAGE).｡
しかし,この文言の真意は｢FS報告書が述べているが,民間投資主導のMFPプロジェクトを経済的
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に実行可能にするには,外国投資ならびに人口を6割以上にする必要があり(中略) ,もし人口の8割
を国内とした時には,プロジェクトは実行可能でなくなる｡輸出による所得を最大化する可能性を高め
るために6万- 8万の高技能労働者を移民することを提案した｣ものである(29/03/90,MELAGE)｡
この後,ピーコック氏がこの間題を選挙戦の争点から外したため.直接の報道記事がなくなったが,
これを境にマスコミのMFP構想への論調が『MFPイコールE]本人の飛び簡土』に変化してゆく｡
なお, ｢アデレードFS期｣では,人口の8割が豪国人, 1割が日本人,残り1割が他の外国人
l
(ll/09/90,FT)と報道されるが, MFPアデレードはその後投資誘致問題に直面することになる｡
4.2　日本の投資意欲に関する報道記事分析
国際民間投資プロジェクトであるMFP構想は,外国特に日本企業からの投資を前提に成立している｡
前節の植民問題の議論も日本の投資意欲があって初めて成立するはずである.本節では日本企業の投賃
意欲について豪国内でどのように報道されていたかを分析する｡
まず,I 91年度下半期｢投資誘致期｣における日本企業視察団を巡る報道から始めたい｡ MFPアデレ
ードのFSが終わり,報道の論調も由際投資の呼び込みに傾斜するが, ｢日本企業に先立ってまず豪国企
業へのコミットメントを行うべきである(29/10/91AFR)｣とFj本企業側の発言が報道される｡ 91年12
月に日本企業の視察団40名が3日間アデレードに訪れた後,祝賀要田の代表に記者が電話インタビューを
試み, ｢ (日本企業が) MFPに投資すると確信している｣と語ったと報道する(03/12/91,REUTR)｡
しかし3月に公表された視察団の報告書は, MFP構想をいまだ即日企業にとって｢夢｣の段階に止まっ
ていると評し,短期的な意味での投資の可能性を否定した(02/(13/92AFR) (03/03/92, MEIAGE)｡
なお,この報告書に記載された｢夢｣を巡って活発な報道が行われた(03/03/92,AFR)
(04/03/92,AFR) (04/03/92, MELAGE) (09/03/92, AFR)が,日本企業の態度は変わらず,投資意
欲がないことが明白な事実となった｡
このエピソードは,報道側が世論の期待(この場合は日本企選の投資への期待)に引きずられてH本
企業の投資意欲を過大に評価する傾向にあったことを示唆している｡
逆に, ｢FS後期:植民問題期｣における日本企業の投資意欲についての報道は,日本側の実情を伝え
た冷静なものであったと考えられる｡ ｢日経新聞が, MFPについての豪国内の否定的な報道と『予期せ
ぬ対日アレルギー』が日本企業の眼を他国に向かわせていると報じている(17/03/90,MEIAGE) ｣ ,
｢日本企業役員と豪政府官僚が語ったところによると, MFPスキームの潜在的参加社に正式に指定され
ている多くの日本企業が,ピーコック氏が引き金を引いたレイシズムの過大な主張を理由に,実行の際
には参加しないかもしれない｡ (中略)豪国官僚が語ったところによると,日本企業の多くは政府の圧
力のためMFPに引き込まれた｡この事は彼等にとって興味のない事柄から逃げる絶好の口実となる
(20/03/90AFR) (20/03/90, MEIAGE)｣などが報道されている｡ ｢ゴールドコースト決定期｣には,
｢もしMFPがコミュニティに大きな利害関係を引き起こすようであれば,日本はMFPに関心を示さな
い,と豪国人銀行家は語り(15/06/90,REUTR)｣ , ｢アデレード決定期｣には｢建設やリクレーション
の日本企業のいくつかがMFPへの関心を失うことは避けられない(20/06/90,AFR) ｣と報道された｡
以上の報道より解釈すると,日本企業の多くは,もともと投資意欲が高くなかったが, ｢植民問題｣
報道によりそれらは投資意欲を失った｡アデレード決定により残りの企業の投資意欲も低くなったと考
えられる｡しかしながら,これらの記事は, ｢FS後期｣の刺激的な展開を報じる多数の記事の中に哩も
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れてしまい,豪国内世帯が日本企業の投資意欲を過大評価しつづけたと考えられる｡
また,日本企業の撤退を景気後退と結び付けた記事を検索したところ, ｢国内開発模索期｣において
投資誘致期を回顧した記事が3件あり,景気後退の影響は｢投資誘致期｣になり初めて現われたと考え
られる｡
4･3　Castellsらの混乱原因考察に関する報道記事分析　　　　　　　　　l
計画理論学者であるCastells&Hdlは, MFP構想の公式報告番,反対派の出版書,計画専門家の言
及記事や計画担当者の発言より, 1 9 9 3時点までのMFP構想の経緯を整理した｡そして,本研究で呼
ぶrFS後期｣を｢先の2年半にわたる熱狂的な活動が,まったく異常な程度のカオス的マネージメント
や相互誤解や,豪国側の時折の痛烈な批判によって台無しになってしまった｣と評し,この豪国内での
混乱の原因を5点にまとめている｡
(1)通産省がMFPをリゾート主導の｢ハイタッチ｣都市と考えたのに対して,豪国人はハイテクを
期待していた点で,この誤解が高いツケを招いた｡
(2)当初より豪国人はMFPを民間主導プロジェクトとして捉えるよう主張していたので,連邦政府,
州政府ともに財政支援の予定がなかった｡この大きなアイデアをテストできる政策枠組が豪国側にない
ことからも明らかである｡
(3)日本人側は早く用地を選定することを望み,産業構成を後回しにするが,秦国人側はrポu
ス｣の立地の前に｢マルチファンクション｣の内容を最音別こ決めたがった｡
(4)公共意見に対するテクノクラティツクで操作的なアプローチゆえに,秦国内で疑念が倍加した｡
特に2 0万人もの日本人の植民を含む計画という噂に,多くの嚢臼ヨ人が難色を示した｡大多数が短期間
滞在(3割が3ケ月以内, 7割が3年以内)であり経済効果は移民よりも観光に近いことを,彼等が的
確に認識することは期待できなかった｡
(5) FS前期では,科学研究者の集積などの評価基準において,シドニーかメルボルン近郊が適地と
報告されており,単一用地にこだわらない｢ハブ&スポーク｣モデルも示唆されていた｡しかし,日本
側は単一用地を主事して, 8 9年の選考においてシドニーとメルボルンの双方を消去することとなった｡
castellsらが挙げた5つの混乱原因について,収集した文献賛料やデータベース中の報道記事と突き
合わせて検討を試みたい｡
(1)誘致産業部門に関する日豪の思惑の違いについては,コンサルタントとしてコンセプトづくり
に携わったDroege(1997)の回顧からもCastellsらの主張が裏付けられる｡記事において両側の思惑の
違いを報道したのは｢FS前期｣ (12/04/89AR)と早く, FSの内容を報道する際,双方に中立的な立
場にある外国紙も同主旨の解説を行っている(13/02/90, NZru))｡ ｢FS後期:植民問題期｣には,国
内紙の署名記事などで,この思惑の違いが疑念へと発展した記事も見られ, ｢日本人がレジヤ-を強調
するのに,その理由を明かさないことが疑念｣ (21/03/90, MEIAGE), ｢FS後期:ゴールドコースト決
定期｣には｢もしMFPが研究都市なのであれば,ゴールドコースト決定は自殺行為｣という主旨の論説
(16/06/90, MELAGE)も現われる｡
(2)日豪両国政府はほぼ一貫してMFPを民間主導スキームと考えていたと思われる｡ ｢FS前期｣
に,外国紙が｢両国政府はFSの支援をしたが,このことはプロジェクト全体は民間主導にすべきだとい
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ぅ条件をつけたことを意味する｣ (15/02/90,SCMP)というインタビューを報じており･国内紙は｢FS
後期:植民問題期｣において,同主旨のことを再度強調している(19/03/90, MEuGE･ 21/03/90-
MEIAGE) ｡日本企業が投資家を誘致する際に｢目玉｣となる策の必要性に関心を寄せた
(20/06/90AR0ため, ｢アデレードFS期｣から｢投資問題期｣にかけて,補助金や税優遇が早急に
必要との発言や論調が目につきはじめ(22/10/90, JUI),(26/07/91･ MEuGE),豪連邦政府も1 2 0 0
万豪ドルの補助を決定した(01′08′91)がレ税制優遇措置については最後まで行わなかった｡ 1
(3)敷地選定と産業構成のどちらを優先するかについては, Castellsらの主張どおり･ MFP研究
会の回顧も日豪の思惑の違いを述べている｡これに注目した報道はデータベース中に見当たらず･思惑
の違いがプロジェクトのフレームワ-ク自体への疑念にまで発展しなかったと考えられる｡
(4) rFS後期｣における噂については, 4･1節に述べたほか,報道された計画人口に1 0万人から
2 5万人までのバラツキが生じたことを報道記事分析より確認している｡疑念や噂が生じた際･プロジ
ェクト推進側が公式アナウンスを行うなど適時に対応を行う必要があった,のではないかと考えられる｡
(5)･ Cbtellsらが述べている立地評価分析(アーサ-アンダーセンーキンヒル,1989)は89年7月に
行われているが,データベース中にはこの分析結果を公表した報道記事は見当たらない｡シドニーとメ
ルボルンを消去した89年の選考に相当すると考えられる記事としては, 1 0月3 0日にまとめられた
予備国際マーケッティングプログラムにおいて,政府一産業研究グループが立案したMFPコンセプトの
概要について,投資家たちは｢大都市近くの単一敷地｣への選好を示唆し,このことは｢ハブ&スポー
ク｣の可能性を排除するもの(23/ll/89,AFR)とある｡報告書の公式アナウンスとその意味を報道せず･
逆に出所の不確かな報道を放置したことが,疑念や噂の温床となったことが考えられる｡
4.4　MFP構想過程マネジメントの混乱原因に関する考察
以上の分析を踏まえ, MⅣ構想過程マネジメントの混乱原因の考察を試みる｡
第-に眼につくのは, MFPコンセプトとプロジェクトのフレーームワークについてである｡多機能の都
市づくり自体は挑戦的で有意義なことであるが, Chstellsらも詳述しているとおり･そのコンセプト形
成の際に,もともと無関係な｢ハイテク｣と｢ハイタッチ｣の両業種を無理にひとくくりした点に一因
があると考えられる｡ MFPを民間主導スキームと捉える限り,理想的ではあるが不必要に複雑なコンセ
プトが本当に適していたのか,いささか疑問が残る｡業種を絞り込むなり,立候補地が複数現われた際
に,単機能の敷地を複数選定することもできたはずである｡
第二に考えられるのは,豪国内の報道の問題であり,本研究の報道記事分析からも明らかにできたと
考えているが,これはMFPプロジェクト推進主体側が豪国公衆との信頼関係を確立することに失敗した
ことに原因があると思われる｡ただし,これは史上初の事業に不可避な試行錯誤であったとも言うこと
ができる｡日豪間には物理的･心理的距離があり,事務局内部以外は対面コミュニケーションの頻度が
極端に少ない特殊な状況にあった｡しかし,それゆえ･関連各･-F一体の意思疎通を公共報道に過度に頼ら
ざるを得ない状況でもあり,事前に最大限の配慮が必要であったはずである｡
5.結び
本研究で払報道記事を用いてM肝の構想過程を分析した｡その概要は以下のとおりである｡
(1) MFP構想過程を7つの期間に区分し, MFPの構想内容の射ヒを整理した｡ MFP構想の転換期で
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あり,報道記事が集中したrFS後期｣の時期には,連邦選挙戦,各州の立候補,ゴールド･コースト決
定から用地取得問題を経て,アデレード決定に至るまで粁余曲折したMFP構想の経緯を報道記事より再
構成した｡
(2) ｢FS後期｣での連邦選挙戦における植民問題議論と日本企業の投資意欲についての報道記事の分
析を行ない,特にCastellsらが考察した混乱原因を報道記事分析より再吟味し,総合的な考察を試みた｡
その結果･ MFP構想自体のコンセプトとプロジェクトのフレームワークの過度な複雑さ,公準との信頼
関係の確立の央敗が主因であると結論づけるに至った｡
MFP構想は,日豪間･官民間の協力を前提とする｢国際性｣ ｢官民協調｣とハイテク･ハイタッチ産
業を融合して新しい都市機能を目指す｢未来性｣をコンセプトの性質として含んでいる｡このため,プ
ロジェクト推進側は,公衆との関係において, (a)未定な案に付きまとう唆味さ, (b)異文化交流に伴う相
互誤解, (C)無責任に仕掛けられる政争に対する脆弱性, (d)全体構造の無理解に基づく暴走や無視,に対
して,事前に最大限の配慮を行うことがマネジメント上必要になると考えられる｡
筆者らは, MFP構想のように誤解や誤認の生じやすい状況における計画過程マネジメントを扱う研究
アプローチとして,各主体の内部モデルとその学習を明示的に導入したハイパーゲーム･モデル
(Kaneda&氾tani(1997))が有望であると考えているが,これについては別稿に譲りたい｡
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第5章　ハイパーゲーム上での学習ゲーム分析
Learning Process Analysis on Hypergames (LPAH)
I. IntrodtICtion
CoIJaboradon to form a paTtnerShip between pubJic and private actors can be defined as a
process where each actor investigatesJhisnler individual possibiJides to form a stabIF and
strong coaJitionthroughthe exchange of information onthe partner-s preferences and
alternatives. We can seethat each of the actors learns the finer details of this situation.
Without compledngthis learnlng process, Project managers muSt face with the potential risks.
Because in such cases, Some actors might adopt unexpected actions, so也at approprlate
coalitions would be collapsed and unwe)come outcomes emerged･
As　a framework of　risk-　management in these pJannJng situations, we focus on
`hypergame'･ Hypergame isanextended descrlptJOn Of game theory ln normal foml, and
several retrospect analyses formilitary conflicts(Bennett & Dando, 1979, Fraser, et.aI, 1990)
and social problems(Bennett, et･aJ, 1980) have been reported. By including leaming
processes on hypergames, we are developlng a extended systematic framework, caJJed
Leaning ProcessAnaJysis on Hypergames (LPAH)･ The a毒m of this study is to present仇e
theoredcalaspect ofLPAH, and to show a research-based hypothesis example on a futuristic
city development project in Japan- Australia cooperation, Muiti-Function PoJis (MFP) on the
late80'S.
2. Examples of two･persom bypergame
As弧eXamPIe, we explain a leamlng process that consists of a series of hypergames in Fig･
1･ The real game mr is designated as a non-cooperative ganlte･ Inthe f!rst stage, each player
misunderstaJldsthe otherl s preference･ PJayer Pmistakes this game for mp3, player Q for
mq3･ Inthis stage, outcomesthat each player chose differs from those inthe real game･ If
bothplayersperceive contents of the game correcdy, namely mr, then the outcome of the
gameis got shown as a tuple (pl,ql)･ Vmenthe situation is seen as m3,the outcome is
(pl,q2)I Throughmodifying cognition mode一s of the both pJayers, the current hypergame
transforms into aJIOther hypergame･ Inthe next stage,the strategleS Chosen by both players
can be aJsoaltered･ Fig･2 shows an example of a s血ation Where each p一ayer cannotperceive
the other- s strategy set pardaHy.
3: Fomalization of hypergames and learning process
3. I Definitions of hypergames
First we focus on a class of first-level hypergame (Wang et.al, 1988) played by two
players, inthe situation where each player understands his self-existence, each own strategy
setand payoff matrix correcdy, but eachmisunderstands the other player's attribLJteS. This
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class can be expressedthe situations of. mutua) mJSperCePtJOn'andtheir resoludon process.
rDef. I )Two-person first-level hypergame (Kijima, 1996)
Let mr bethe realgame, in which each player has no mlSPerCePtlOn･ So mr is denoted as
follows; bothstrategy sets of player P and Q, Dp,叫, outcome s=(dp,dq) (∈DpX叫),
bothplayers■ payo肝ma廿ices are sxpressed as preference orders <p, <q betw戸en two
outcomes sand s'.Thus mr is denoted as a quadruple as follows;
TTV= (Dp,叫, <p, <q)　　　　(1)
(<pand <qaretotalorder reladons on (DpX叫))
So, mp as P'Sperceived model is denoted as follows;
I q s strategy setin P-s model叫p, Q-s payoff matrix jn P's model
<qp,thus is aJso denoted as.a quadruple as
mp= (叫,叫p, <p, <qp)　　　(2)(<qp is atota! orderrelation on DpX叫p)
Similarly, mq as Q'Sperceived model is also denoted as foHows;
mq= (Ⅰわq,叫, <pq, <q)　　　(3)(<pq is a totA王order relation on DpqX叫)
Ahypergame m is defined as follows;
m= (mr;mp;mq)　　　　　　　　(4)
If no player has aJly mISperCePtJOn, namely
mr=mp=mq, hypergame m is denoted mr withgiving a meamngthat this hypergame is the
same asthe reaJ game mr, or zero-level hypergame. The N-person hypergame can be also
defined by naturally extending a tw o-person hypergame･
3. 2 Order tylations between two mlSPerCePtion situations
we propose 'order reladon一〇n a set of hypergames, in which each player understands the
otherl s strategy set correcdy, butmisunderstands the preference order inthe payo斤matrix of
the other player･When we consider an inclusion rela‡jon between two hypergamesr
difference sets, each representing matching parts by comparlng tOthe real game mr, it forms
a pardal order･ It isはlled as.model-identification order'.Let hypergames mland m2 be as
fわllows;
ml= (mr;mpl;mql) ,
m2= (mr;mp2;mq2) ,
mpl= (Dp,叫pl, <p, <qpl) ,
mp2= (Jh),叫p2, <p, <qp2) ,
mql= (Jh)ql,叫, <pql, <q) ,
mp2= (Jh)q2,叫, <pq2, <q).
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lDef. 2l Modeトide_ndficadon order ≦i
Between hypergames ml and m2 satisfying Dp=Dpq l=Dpq2,叫=Dqp l=Dqp2, difference
sets A paJld A qaredefinedas
△ p=(<qpn<q)∪(-<qpnr<q),
△ q=(<pqn<p)∪(-<pqnr<p).
If A pl⊆△ p2and A ql⊆△ q2,thenwe candefine a partial orderrelation onla SetOf
hypergames M ,inthis case, we represent ml ≦i m2. This means that m2 is better identified
thanml.
Next, we focus on strategy sets叫p and Dpq and preference orders <qp and <pq in
each hypergame･ We can consider an order relation on a set of hypergame when the one-s
strategy sets include the other- s strategy sets butthe one-S preference structure preserves the
other一首struCture･ We caJI such a relationship asthe model-extension order. In other words.
the model-extension order can be interpreted as an extension of strategy sets under
preservJng preference orders inthe bothof cogmt10n models.
IDef. 3J Model-extension order　　≦e
Let two hypergames ml and m2 have a relation that satisfies the followlng three conditions:
(1)叫pl⊆叫p2, Dpql⊆Dpq2,
(2)forall sp,sp-∈DpX叫pl, ifsp <qpl sp-thensp <qp2sp-,
(3)foraJIsq,sq. ∈叫qlXDq, ifsq <pql sq.thensq <pq2sq-.
Then we can define a partial order reladon on M, in this case, we represent ml ≦e m2,
andthis meanSthatm2 is a extension of ml and thatml is a restriction of m2.
Anadequate set of hypergames can be defined so that it forms a kind of space (- sb.uctured■
set) by introducing each of bothorder reladons. Omitted in detail, some mathematical
proposidons can be identified.
LProp. 1 l ModeLidentification space is a Boolean Jadce of sets
LProp･ 2J Model-extension space is a latdce of sets (a Boolean lattice)
3. 3 Leaning process on hypergames
When we consider a series of hypergames connected by one of the above defined order
relations (forexample, m3 ≦i m2 ≦i ml), a situation thatshifts from m3 to m2, ml can be
interpreted as a lmonotonic'leamlng Process Of cogmt10n models in pJayers･ So, in our
framework, it can be called as a 'leamJng prOCeSS'by defining ]t as foJJows;
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JDef･ 41Leaming pro伐ss on a space of hypergames
Forao.rdered set (M, ≦) suchthata currenthypergame m*(∈M) is given, achajn (a
totaJ order subset) including m* and mr, nameJy, 〈mt) t∈A (A is a subset of non-
negative integers) is called as a Jeaming process･ Specific names of learning process can be
aJso gIVen by corresponding to underJying ordered sets as foJJows;
～
ModeI-identification learnlng Process.･　　　(mt) t∈ A, m∈ M, mt ≧i mt+I
Model-extension learnlng process:　　　　　(mt) t∈ A,m ∈ M, mt ≧e mt+)
lDef･ 5JLeaming Space
lf M- is ajoint setofaHof )earning processes each of which includes both　m* and mr (M-
⊆M),thentheordered subset (M-, ≦) is a sub-lattice of M, So is called as a learning
spacer ln sub-sub-Jatdce of mq (Fig･3), we can find variotIS Paths of model-identificatio王I
prOCeSS･
When m does not adjoin mr, there are altemative paths from m to mr, meanng that the)･e
are various kinds of monotonic leamlng prOCeSSeS･ !n other words, processes of -correct･
learnlng exist in general.
4: Framework ofLearming Process Analysis
4･l Strategy chosen by a player in a hypergame
Now let us consider on a non-cooperative game sitllati-Jn･ Regarding each pJayerTs
decision prlnCiples, Nash equilibrium is well-known as one of actions derived from a
player. s individuaJ rationality.
In a hypergame, each player does notknow Nash equiJibriainthe real game･ Instead, each
will choose a strategy by applying Nash equilibria of his/her own perceived game･ EquiJibria
perceived by player P are also chosen･ When a hypergame is gJVen, if a player's
equilibrium coincideswithanotherls one･ it wouJd be a natural outcome inthe hypergame･
It is called as `equilibria of the hypergame'and defined as fo!Jow s;
IDef. 6J Equilibriaofhypergame m
Np(m) is called as a setof equilibria perceived by player P in hypergame m, suchthat
(dp+,dqp+) ∈　Np(m) satisfies (dp+,dqp+) >p (dp,dqp+) for all dp ∈ Dp and
(dp+,dqp+) >qp (dp+,dqp) forall dqp∈叫p. (Nq(m) similar)
N(m) = Np(m)n Nq(m) isalso called as a setof equilibria of hypergame m.
S+　∈　N(m)is called as a equilibrium of hypergame m.
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Noteth叫for aJJ Tm, Np(mr)=Nq(JTV)=N(Tnr).
lEx･ 1日n modeHdemificadon process shown in Fig･ 1, (pl,ql) isthe only Nash
equilibrium intherealgame･ In m3,the equilibrium perceived by P is (pl,ql),thatby Q is
(p2,q2), hencethere is no equiJibrjum in hypergame m3. During the shifting of P's
cognition model from mp3 to mp2, to mpl, P- s equilibrium doesn't change･ Chlthe other
hand, at mql in Q'smodeJ, anotherequiJibrium (pl,ql)is added,then this hypergame ml
will havean equilibrium (pl,ql ).
lEx･ 2日n model-extension process shown in Fig. 2, (pl,ql) and (p2,q3) are Nash
equilibriain mr･ So, in hypergame m3,the equilibrium perceived by P is (p2,q2),that by Q
is (p2,q3),then no equilibrium of hypergame m3 exists‥During the shifting of P●s
cognition model from mp3 to mp2, P's perceived equilibrium changes to (pl,ql).Another
equilibrium (p2,q3) is addedl at Tnr･伽the other hand, at QIs model in mql, another
perceived equilibrium (pl,ql ) is added,therefore hypergame ml has an equilibrium (pl,qi ).
Unlike Wane-Stheory (Wang et･al, 1988), our theory carl deal widl. learning jnminute
detaiJ･ Here dle Jearnlng Objective is to modifythe pJayers- cognJtEOn models with diWerent
kinds of addidonal information not only onthe out･JOmeS C･f DreV主ous hypergames, but als()
using information from　the real situations･ ln othe-V()三･ds, our frameworkanalyzes the
effects of not only dte players. interaction but also their com=TT.unication.
4. 2 Gane･types perceived by a player
Let us consider game situationsperceived by an individuaj player in a learnlng PrOCeSS･ ln
this process,the player is facedwiththe.tricky'changes inthe situatioJIS Of his/her
perceived games, at dmes looking qulte Chaotic･ Jn our study'we anaJyze onthe shifting
types of games in a player-s cognition modeI･ Several game-types can be characterized in
non-cooperative games by focusing on the relationship between individual rationality and
goup radonality -- Nash equilibrium and Pareto optimizations･ For example, the Prisoners･
DHemma, in which no outcome sadsfies bothrationalides, has been researched panicularJy
in social science fields forthe pastthirty years (Rapoport&Guyer, 1966). By focusing on
bothrationalides, we can c細gorizeal1the game situations into six game-types jn games of j
x k sizes O≧2,k≧2), and showthemin table. 1. Thegame- types areas follows:
(1) No-Connict (NC): There is one Nash equilibrium suchthat it is on)y one Pareto
opbmization･ Inthis case,there is absolutely no conflict be‡ween players･
(2) Single Equilibrium (SE): There is one Nash equiJibrjum such that it is also one Pareto
opbmiZation. Chly one outcome can be considered.
(3) nJemma (DL): There are one or more equilibria, butaH of them are not Pareto optimal.
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This is　the famous case known as　-PrisonersI DHemma-. No outcome satisfies both
individual rationaLityand goup radonality･
(4) QlaSi No-Conflict (QN): There are pluralNash equilibria, but only one of them is
Pareto opdmal･ Substandally,there can exist only one outcome.
(5) Plural Equilibria (PE): There are pJuraJ Nash equilibria that satisfy Pareto optim血tion,
so plural outcomes can be conside陀d･ `Batde of sexes'is a typica) case･　　　l
(6) Cyclic (CY):Asthere exists no Nash equilibrium, no outcome is stabJe.
lEx･3ILet us consider a transidon of game-types perceived by an individual player on
modeLidentification learning process･Asshown in Fig･ 3･ the type in the cognition model
mq5is SE,thetypein mq4andmq3 is NC,QN in mq2, DL in mql, andthegametypein
therealgamemr is SE.
5: A-case'model as an exa甲Ple - About Multi･FunctionPolis(MFP) project
ln　the planning process of the Multi-Function Polis (MFP) project by Japan-Australia
cooperadon, we can show a case modelthat deals witha coHaboratiOn process in an urban
development project by internadonal cooperation･ This modeHs made hypothesis, but based
on a few researches (Castells&HaIIs, 1994, Kaneda&Tawaraya). The project aimed at
developing a new type of mixed function cityby attracting mainly Japan- s private investment
tothe project Site in Australia･ On Jan･, 1987,主t was proposed in a jointminister-level
conference betweenthe Japanese side (consists of M汀i I:言日日apanese companies) (J) and
Australian DInC withdomestic companies (AG), i:h{-ii a lbasibiHty study(FS) were
conducted in coJlaborationwitheach other･ After comple如Igthis study, Australian side
were to decidethe locadon. Inthe real world, there are various kinds of actors concerned in
this project, but we modeledthis situation as a three-person hypergame (seeTable 2). ln a
cognltlOn model, the number of players can be variable･ ln our mode), we focus onthree
phases of this collaboration pr∝ess - -Before FSl, -FS stage. and lDecision of the
Jocadon'. (Fig.4. )
Phasel :Before FS ill Mar. 88
Firsdy, J had a vague image of this project of overlapping tourism development (eg. Gold
Coast), so J supposedthe northern region (Nィegion), Which is suitable for tourism
investment･ as a project Site･ J's perceived game is a simple two- person game.that
consists of Jand AG players and each aJtemadve set (Cooperation, No). This game type is
■NoConf]ict(NC)',withJ-playerthoughts (X,I) as equilibrium. The other side, AG-player
recognized only -Technopolis development'as a poHcy matter and the revision of imbalance ,
of regional differentials inthe point Of view of the federaHeveI･ This situation is expressed
aS a One-person game･
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CategoryNames ???&Vﾆ?柳??'?v?W2?
NC:No-Conflict ?籃?R?
SE:SingーeEquHibrium 末ﾄ?ﾅ?3?
DL:Dmemma ?c????ﾓ??
QN:QuasiNo-Conflict ?c"2??????
PE:PfuralEqullibra ?c"2????#b?
CY:CycHc ?
Table･l Game-Types categorized by Nash eq･ and Pareto opt.
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Phase2: FS stage fromApr･ 88 to Feb･90
Bothof J & AG joindy conducted a feasibility study through coIIatnration･ During
collaboration, each had shared aperceived situation･ (Modd-Identification process 良 ModeI-
Extension process) Then,the game perceived by the both players joindy is a twoIPerSOn
game whosetype is ICyclic(CY)- sincethere is no Nash eq.･lilibrium･ However, thereare
two meta-equilibria (X,1) 良 (y,0), SDggeStingthat some kind of 'common undersやlding'
could be formed,thatis, if theN-reglOn is chosen,then the project WOuJd succeed, butif S-
region (eg. AdeIaide) is chosenthenthe coalition would not be formed (Okada,et･aJ･ 1988)･
phase 3:Lecation Decision Stage from Mar･ to June･ 90
Inthe selected areas, local communities got to know of the proJeCt･ generating heated
discussion. N-regIOn COrrmunities regarded the project as a kind ･of 'invasjve enclave'; on
the other hand, S-region commTnityhad a posidve atdtude主n attrac血gthe project･ ln our
model, only one -dummy- player AR (Local Communities in Australia) is devised to
abstractthis situation･ ARIs perceived game is a simple two person game betweenAR & AG･
so, as long as wethinkwithinthis framework, it can be s.lid that a Elatural outcome is (y,
a).Asa result, AG recognizedthis situation as a three･ person game (ModeJ-extension
process)･ The locadon was decided by AG & AR, as a restiit, (y,a) was chosen･ Foilowing
this decision, J chose O･ A gap was caused between the expectaljon andthe outcome･
especially in Japan and S-reglOn･
6. Conclusion
our.L飽ming ProcessAnalysis on Hypergames (LPAH)千 has been demonstrated by
focuslng On its mathematical foundations･ Of pardcL,tar significance is our orlglnaJ
introduction of the 'Leamlng Process'concept･ As an examp)e･ the 'Multi Function Polls
(MFP)'project is used to illustrate LPAH･ In the plallning context, LPAH may be too
abstract. However,this concept can be a lthinking toor to gJVe insights to planners on their
behavior in real collaborative pIannlng PrOCeSSeS･ UntH now, most of hypergame studies
have applied for retrospecdveanalyses ofmiIitary connict･ OurLPAH takes a fresh approach,
because we are Plannlng tO apply for handling real proJeCtS･ A demiled study atmut MFP
projectis also being prepared by analyzing newswire articies･
Reference
Bennet, P., 晩ndo, M., (1979), Complex StrategicAnalysis: A Hypergame Study of the Fall of
France, Joumd of O四radonaI ReseaJCh Sociey, vol. 33.
Benne征, P., et. aI, (1980), Using hyper.,%mes to model d肝icult social issues:Anapproach to the
case of soccer hooliBPism, Joumd of Operadonal Research Soc主ey 3 1.
casteus, M. , Hall, P. , (1994), Techn叩01is of the World, Routldge･
Fraser, N., M., Wang, M., Hipel, K.W., (1990), Hypert?metheory in two-person conflkts with
appli血on tothe Cubanmissik crisis･ InforTTndon and Decisbn Techndogies 16･
Kaneda, T., Tawarqya,A･, A contentanalysis of news articks on a plannng process of futurktic
-54-
(PHASEl : Before FS)
J's perceived game
GameJype: No･Conflict(NC)
AG's perceived garTle
J's perceived equiljbrium (X,1 ) js Nash eq(Game-Type: One-person Garne)
and Pareto optimal AG's perceived equilibrium (y)
I (Model･identification A Exteruion)　l (ModeJ Extension)
(PHASEZ: FS stage) Both players perceive the same game
Game･Type: Cyc暮jc (CY) (No Nash Equilibrium)
Meta･Equilibdurn is (X,1 ) (Pareto opt.) 也 (y,0) (No Pareto opt.)
(No Change)
(PAHSE3: Location Decision stage)
JIs perceived game
AG/J 0 1
3　2　　5　6
u　　6　3
2　5　　1 1
I (Model Extension)
AG perceives the real gameAR-～ p rceived 9ame
AG/AR a b
5　3　　2　4
i_丘　1　2
4　5　　3　1
Game･Type: No ConfJjct (NC)
AR■s perceived eq. (y,a) is Nash eq.
and Pareto opt.
Game･Type: Single Equilibrium (SE)
Eq. (y,a,0) is Mash eq. and Pareto opt.
After AG and AR chose (y.a), J choose 0.　　　　-　　AG and AR choose (y,a).
Fig･ 4. A model example of MFP project (Preference numbers mean intension)
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